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1. 1 研究の背景と目的 

 

 地盤の液状化という現象により構造物に被害が発生し，液状化の発生を防止する必要性
が認識され始めたのは 1964 年の新潟地震である。一般的に液状化により被害を受けた構造
物を補修・修復することは大きな損失になることから，液状化を防止して構造物の被害を
軽減することが重要である。 

 液状化を防止するためには，地盤もしくは構造物に対して様々な対策が施される 1)。その
対策にあたっては，想定される地震に対して地盤が液状化するか否かを評価する“液状化予
測”が必要となる。この液状化予測の手法の変遷についての詳細は第 2 章で記述する。 

液状化予測を行うための条件の一つである地盤情報は，ボーリングから採取した試料に
よる土質試験，もしくはボーリングを使用した標準貫入値などの原位置試験を用いること
が多い。水平成層地盤上に構造物を構築する場合に実施するボーリングは，港湾施設の場
合は 50～100m2)，道路の軟弱地盤対策では 20～100m3)，鉄道の土構造物の場合は谷間で 50

～100m4)を目安とするように各基準・指針に記載されている。つまり，これらの間隔で行わ
れたボーリングから物性値を評価すれば，条件を設定するための地盤情報として，十分で
あると考えられているためである。 

 国や各自治体では液状化による被害軽減に努めているため，液状化危険度マップを公開
している。これらの液状化危険度マップは，ボーリングによる地盤情報から定められてい
る。例として，図 1.1 に 2007 年の時点において千葉県浦安市で想定されていた東京湾北部
地震での液状化予測図 5)を示す。この予測図は既往のボーリングデータを用いて道路橋示方
書 6)に基づく PL 法によって求めた PL 値から作成している 5)。図 1.1(a)はボーリング位置に
おける液状化予測であり，図 1.1(b)は 250m メッシュにより 250m メッシュ内に含まれてい
るボーリング位置での液状化危険度を評価して作成した予測図である 5)。後者は，ボーリン
グデータから得られた点の情報としての液状化危険度の評価結果を補完して，平面的な液
状化危険度の評価に変換したものであると言える。 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では，震源から 300km～500km 離れた
関東地方沿岸部においても広範囲で液状化による被害が多く発生した 6)。図 1.2 に千葉県浦
安市の液状化発生状況を示す。図 1.2 に示すとおり，液状化している範囲としていない範
囲が混在していることがわかる。液状化予測図である図 1.1 と実際の液状化発生分布図の
図 1.2 を比較した場合，図 1.1 では液状化危険度が全域で高く，液状化現象が全域で発生
する予測となっている。一方，図 1.2 では，図 1.1 で液状化危険度が高い箇所であっても
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液状化していない範囲が示されている。図 1.1 は予測であるので実際に発生した地震動は
異なるものの，液状化危険度が一様に高く評価された範囲の中で，液状化した範囲と液状
化しなかった範囲が混在していることは，従来方法による液状化予測に限界があったもの
と考えられる。この理由として，地盤の状態は様々な要因で 3 次元的にばらつきを有して
いること，また，このようなばらつきを有する地盤に対してボーリングのように鉛直方向
に 1 次元の地盤状態のみが把握できる手法を用いることが原因であると思われる。 

 従来の想定と異なる結果となった，図 1.2 に示す液状化現象の発生に対しては，多くの
検討がなされている。例えば，浅岡ら 7)は，液状化層の深部に堆積する粘土層の存在および
その地層傾斜が液状化の発生に及ぼす影響を検討している。福武ら 8)は本震における地震動
の継続時間が長かったことと，余震による揺れが，液状化の発生に大きく影響していたこ
とを有効応力解析で確認している。高野ら 9)は，埋立年代が液状化の程度に影響していると
指摘している。なお，これらの検討は，同一の埋立地域であっても，様々な要因で液状化
の程度がばらつく可能性を示唆している。 

 本研究では，液状化予測の高度化を図るという観点から 2 つの点に着目している。1 点目
は，地盤物性値の時間的変化である。液状化の予測については，1968 年十勝沖地震までの
液状化事例を参考にした土田ら 10)による限界 N 値の方法が 1970 年に提案された後，1981

年には液状化指数 PL 値による方法 11)，1986 年には土の粒度と N 値による方法 12)が提案さ
れている。これらの方法は，その後もいくつかの改良が加えられているが，基本的には N

値により地盤の状態を評価し，想定される地震動の強さと地盤の状態を比較することで，
液状化の可能性を評価している。 

しかし，実際の地盤の N 値は，埋立後にも粘性土地盤の圧密沈下等により，時間ととも
に変化していく可能性がある。例えば，1993 年に発生した釧路沖地震における泥炭地盤上
の盛土の被害については，その被災メカニズムとして，泥炭地盤の沈下により盛土部が地
下水位以下に没し，液状化層となった可能性が指摘されている 13)。残念ながら実際には存
在していないと思われるが，もし，当該地点において盛土造成直後と地震直前の地盤調査
結果があれば，地盤の N 値が変化していた可能性が高いと考えられる。 

埋立地においても，粘性土地盤の圧密沈下等により，時間とともに N 値が変化していく
可能性が考えられる。例えば，1989 年～2005 年ごろに造成された埋立地（羽田空港）14)に
おける，新旧の N 値分布を図 1.3 に示す。図 1.3(a)は 1991 年に実施された地盤調査の結果
15)であるが，層厚約 50m の粘性土上に N 値 5 前後のほぼ均質な埋め立て地盤が造成されて
いることが読み取れる。これに対し，図 1.3(b)は 2005 年に近傍（離隔 70m 程度）で実施さ
れた地盤調査の結果 15)である。圧密沈下により，孔口標高が低下している点を考慮すると，
粘性土層との境界の位置は，それほど大きな違いはみられない。また，埋立層の N 値につ
いても，全般的にはほぼ同様の値である。しかし，詳細にみると，2005 年の柱状図の深さ
でみた場合，表層である 0～-10m および-14～-22m の N 値は増加し，-10～-14m および-22

～-27m の N 値は同等もしくは減少しているように見受けられる。この差異の原因としては，
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約 70m の離隔であっても，2 地点が同一ではないため，そもそもの埋立地盤が不均質であ
ったことが考えられる。しかし，比較的均質な成層地盤における実務設計 2)では，相当の重
要プロジェクトでもない限り，20～30m 間隔といった高密度の地盤調査を当初から実施す
ることはない。すなわち，一般には埋立といった広範囲の地域では 300～500m 程度の離隔
であり，当該地域の地形的・地質的考察において示唆されることがなければ，詳細設計時
には高密度に調査するものの，ほぼ同一の地盤条件であると仮定することが多い。さらに
詳細設計時でも 50～100m 間隔で実施することが多い。すなわち，当該 2 地点は，埋立後に，
何らかの理由（本研究では，具体的には，粘性土地盤の圧密沈下の影響があると考えてい
る）によって，地盤状態が変化した可能性が考えられる。そして，そのような地盤状態の
時間的変化の発生が実際に生じる現象であれば，埋立地の液状化予測においても，その影
響を考慮することが必要であろう。以上の問題意識により，本研究では，埋立地の地盤状
態の時間的変化の可能性とその時間的変化が液状化予測結果に及ぼす影響を検討した。 

2 点目は，地盤内の物性値の調査手法である。図 1.1 と図 1.2 の違いで見られたように，
点の情報としてのボーリングデータ（1 次元）を基に面的な液状化分布（2 次元）を把握す
るのには限界がある。そこで，地盤内を平面的（2 次元）に把握する手法として，表面波探
査に着目した。表面波探査は通常は地表面が水平であることを前提条件としているため，
岸壁や護岸などの段差や構造物を有する埋立地盤に対する適用性の検討を行った。 

すなわち本研究では，2011 年東北地方太平洋沖地震による埋立地盤の液状化被害を分析
し，埋立地盤の液状化の発生状況が平面的に異なる原因を，不同沈下による埋立地盤内の
状態変化が原因であると考え，遠心模型実験および解析による検討を行う。さらに，地盤
内の状態変化を面的に把握する表面波探査の適用性を検討し，表面波探査から得られるせ
ん断波速度の分布から液状化予測することを検討する。 
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(a)ボーリング位置 (b)250m メッシュ 

図 1.1 2007 年時点における千葉県浦安市の東京湾北部地震に対する液状化分布予測図 5) 

 

 

 
図 1.2 2011 年東北地方太平洋沖地震による千葉県浦安市の液状化状況 6) 

（赤色が液状化，青色が非液状化の箇所を示す） 
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(a) 1991 年の土質柱状図(孔口標高 5.37m)  (b) 2005 年の土質柱状図(孔口標高 2.99m) 

図 1.3 ほぼ同一地点（離隔 70m）の新旧の土質柱状図の例 
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1. 2 本論文の構成 

 

 本研究では，2011 年東北地方太平洋沖地震の液状化被害の分析を行い，埋立地盤の状態
変化が液状化被害の分布に影響を及ぼすものと考えた。状態変化については埋立地盤下の
原地盤の不同沈下に着目して模型実験と数値解析を行った。また，地盤内の状態変化を面
的（2 次元的）に把握できる表面波探査の埋立地盤に対する適用性とそれを用いた液状化予
測結果の妥当性の検討を行った。 

本論文の構成を図 1.4 に示し，各章の概要を以下に示す。 

 

第 1 章 序論 

 研究の背景と目的を示し，本論文の構成について述べる。 

 

第 2 章 既往の知見と研究 

 過去に液状化被害を与えた主な地震，既往の液状化予測手法，N 値に代わり得る地盤調査
手法を整理するとともに，液状化予測図の一例として広島県の液状化危険度マップを示す
ことで，液状化予測の課題を整理する。 

 

第 3 章 液状化被害の事例解析 ～2011 年東北地方太平洋沖地震の液状化被害～ 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震の液状化被害の影響について埋立地に
位置する工場を対象に検討を行う。また，特に液状化の被害が顕著に見られた千葉県浦安
市を対象に地盤特性の違いが液状化被害に与える影響について調査分析を行う。 

 

第 4 章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する解析的検討 

 粘性土地盤上の埋立地盤を対象に，粘性土地盤が不同沈下が発生した場合に埋立地盤内
に発生する地盤の応力変化について 2 次元 FEM を用いた解析的検討を行う。また，地盤の
応力が変化した状態で有効応力法に基づく地震応答解析を行い，応力状態の変化が液状化
の発生に与える影響について検討を行う。 

 

第 5 章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する遠心模型実験と再現解析 

 第 4 章に述べるような解析的検討は，解析コードの構成則等に結果が依存するため，実
際の現象を確認する必要がある。そこで，遠心力場で地盤の不同沈下を模擬した土層実験
を行い，埋立地盤内における応力変化の有無と，応力状態の変化が地震時の液状化の発生
に及ぼす影響を検討する。また，FEM 解析により実験結果を再現し，実験結果の妥当性を
検証する。 
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第 6 章 埋立地盤の性状把握への表面波探査の適用性 

 地盤内の応力変化などの状態変化を捉えるためには面的に地盤の物性値を把握できる表
面波探査が適している。ここでは，岸壁背後の埋立地盤を対象に表面波探査の適用性を検
討する。また，表面波探査で得られるせん断波速度から液状化予測を行うことの妥当性を
検討する。 

 

第 7 章 結論 

 本研究で得られた結論を各章毎にまとめる。 
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図 1.4 本論文の構成フロー図 
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第2章 既往の知見と研究 
 

2. 1 概要 

 

 液状化予測法の開発と発展は，液状化被害の歴史に深く関係している。本章では，過去
に発生した液状化の事例から被害の特徴を整理するとともに，実務で用いられている液状
化予測法をレビューし，従来の液状化予測法の課題を明らかにする。 

 

2. 2 地震による主な液状化被害 

 

2. 2. 1 1964 年新潟地震 

 1964 年 6 月 4 日午後 1 時頃に，新潟県栗島南方沖を震源として発生したマグニチュード
7.5 の地震である。この地震により，新潟市内に発生した砂地盤の液状化は，鉄筋コンクリ
ート建物の転倒，落橋などの被害を及ぼしており 1)，空港では墳砂が見られた。特に液状化
により発生した流動化が被害の拡大に影響を与えたことに注目され，当時は流砂現象とも
称されていた 2)。この地震を契機に液状化の研究が本格的に行われるようになった 1)。 

 

 
写真 2.1 県営川岸町アパートの転倒 1) 
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写真 2.2 昭和大橋の落橋 1) 

 

 

 
写真 2.3 地下浄化槽の浮上 1) 

 

 

2. 2. 2 1978 年伊豆大島近海地震 

 1978 年 1 月 14 日午後 0 時 24 分に，伊豆大島西岸沖を震源として発生したマグニチュー
ド 7.0 の地震である。伊豆大島に位置していた鉱さい堆積場の堆積物が液状化および流動化
して土石流となったことで被害が発生した 3)。鉱さい堆積物はこれまで液状化し難いとされ
ていたシルト質の泥層であった。しかし，室内試験により液状化強度を調査した結果，液
状化しやすいことが明らかになった 4)。 
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2. 2. 3 1978 年宮城県沖地震 

 1978 年 6 月 12 日午後 5 時 14 分に，宮城県沖を震源として発生したマグニチュード 7.4

の地震である。この地震により谷埋め盛土の液状化 5)が注目されることとなった。また，運
輸省港湾技術研究所では，石巻港の被災事例を参考に，有効応力モデルによる液状化予測
の適用性の報告を行っている 6)。 

 

 
写真 2.4 中島埠頭（-10m）における地表面の被災状況 6) 

 

  



第 2 章 既往の知見と研究 

13 
 

2. 2. 4 1983 年日本海中部地震 

 1983 年 5 月 26 日午前 11 時 59 分に，秋田県能代市西方沖を震源として発生したマグニチ
ュード 7.7 の地震である。この地震により，沖積低地，砂丘間低地，埋立地に液状化に起因
する被害が集中して発生している 7)。岸壁や物揚場で，液状化による墳砂あるいは地盤沈下
が見られ被害が拡大したのは埋立地盤においてであり，在来地盤（原地盤）においては液
状化がほとんど発生しなかったことが特徴的であった。原地盤中に築造された矢板式岸壁
である大浜-10m 1 号岸壁は，水深-10m の矢板式岸壁では唯一の無被災施設であった 8)。 

 

 

写真 2.5 大 浜-10m 2 号岸壁のエプロン沈下状況 8) 

 

 

 
写真 2.6 大 浜-10m 1 号岸壁のエプロン無被災状況 8) 
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2. 2. 5 1993 年釧路沖地震 

 1993 年 1 月 15 日午後 8 時 6 分に，北海道釧路市南方沖を震源として発生したマグニチュ
ード 7.5 の地震である。ゆるい埋立地盤において液状化が発生し，特に液状化対策を施して
いない施設は大きな被害が発生した。岸壁では，岸壁法線の前出しによる被害，控え組杭
式の矢板岸壁では，矢板本体が降伏した。液状化対策を実施した岸壁については，重力式，
矢板式ともに，無被害ないしは軽微な被害となっている 9)。また，泥炭地盤上の盛土の液状
化被害が確認されたことが特徴である。液状化被害のメカニズムとしては，泥炭地盤の圧
密沈下により，堤体本体の下部が地下水面下となり液状化が発生し被害が生じたとの研究
成果がある 10)。 

 

 

写真 2.7 釧路港北埠頭③南岸壁（-8.0m）被災状況 9) 

 

 

 

写真 2.8 十勝川統内築堤の被災状況 10) 
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2. 2. 6 1993 年北海道南西沖地震 

 1993 年 7 月 12 日午後 10 時 17 分に，北海道奥尻郡奥尻町北方沖を震源として発生したマ
グニチュード 7.8 の地震である。液状化は北海道南西部を中心とする広い範囲で発生した。
特に震央から 170km 離れた函館港は広い範囲で液状化が発生し構造物に大きな被害をもた
らした 7)。液状化対策により液状化が発生しなかった施設は被害が軽微だったことから，被
害軽減のためには液状化対策が極めて重要であることが認識された 11)。 

 

 

写真 2.9 函館港 万代埠頭 荷さばき地の噴砂状況 11) 

 

 

 

写真 2.10 函館港 北埠頭 臨港道路の亀裂 11) 
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2. 2. 7 1995 年兵庫県南部地震 

 1995 年 1 月 17 日午前 5 時 46 分に，野島断層を震源として発生したマグニチュード 7.3

の地震である。都市部で発生した直下型地震であったため，復旧活動を指示すべき行政機
関が被災するとともに，道路，鉄道，港湾施設などの交通施設，水道，電気，ガス，通信
などのライフライン施設など多くの施設が被災した。なかでも都市機能の集中する臨海部
の埋立地（ポートアイランド，六甲アイランド）で大きな被害が発生した。これらの埋立
地は，まさ土（風化花崗岩）などきれいな砂と比較して液状化し難いと考えられていた。
一般的に岩砕を含む土砂によって埋め立てられた地盤は不均質であり，まさ土についても
同じような性質を持っていたと考えられている 12)。このことから，不均質な埋立地盤の地
盤特性について研究が行われた。その結果，標準貫入試験の際に使用されるサンプリング
は，凍結サンプリングや地盤掘削の自然試料と比較して，粒径加積曲線が 10～20％前後上
側へシフトすることが分かった 13)。 

 

写真 2.11 西宮市甲子園浜町付近の噴砂後の状況 14) 

 

 

写真 2.12 ポートアイランドにおける岸壁の液状化による側方流動状況 14) 
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2. 2. 8 2000 年鳥取県西部地震 

 2000 年 10 月 6 日午後 1 時 30 分に，鳥取県西部を震源として発生したマグニチュード 7.3

の地震である。境港市東方の美保湾に面した埋立地盤である竹内団地の液状化被害が顕著
であった。微細なシルトで構成される塑性指数（IP）が NP～22 である土層が液状化したこ
とが特徴である 15)。また，地震が平日の日中に発生したため，多くの屋外にいた人々が液
状化による噴砂や噴水を確認しており，その状況をアンケート調査により取りまとめた研
究がなされており，噴砂の状況，噴砂の継続時間などが具体的に整理されている 16)。 

 

写真 2.13 境港市竹内工業団地の液状化の被害状況 17) 

 

 

 

写真 2.14 境港市昭和町の道路側溝からの噴砂状況 18) 
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2. 2. 9 2004 年新潟県中越地震 

 2004 年 10 月 23 日午後 5 時 56 分に，新潟県中越地方を震源として発生したマグニチュー
ド 6.8 の地震である。内陸型の直下地震であり，液状化の大半も内陸で発生した。液状化発
生箇所は，信濃川およびその支流の河成砂，扇状地性の砂礫地盤における砂利採取跡地の
埋め戻し土などで発生した 19)。また，東京電力柏崎刈羽原子力発電所では，底面が岩着さ
れた原子炉建屋近傍で局所的に埋め戻し土の沈下が生じた。地震時ではこのような現象が
確認された例が過去にはなく，この地震を契機に地盤の揺すりこみによる地盤の沈下や，
主働すべりによる沈下が遠心実験や再現解析で検討されている 20)。 

 

 

写真 2.15 信濃川沿岸における水田の噴砂状況 20) 
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2. 2. 10 2011 年東北地方太平洋沖地震 

 2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分に，太平洋三陸沖を震源として発生したマグニチュード
9.0 の地震である。地震の規模が大きかったことや，地震の継続時間が長かったこと，また
本震から約 30 分後にマグニチュード 7.7 の余震が発生したこともあり，液状化の被害が広
範囲に及び，また噴砂を伴う激しい液状化が生じた。特に東京湾沿岸の埋立地では大規模
な液状化が発生し 21)，地震が平日の日中であったこともあり，液状化の発生の様相などの
動画が多数撮影され，液状化の発生状況の多くの記録が残された。 

 

 
写真 2.16 千葉県浦安市千鳥地区の噴水状況 21) 

 

 

 
写真 2.17 千葉県浦安市明海地区のマンホールの浮き上がり状況 21) 
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2. 3 既往の液状化予測手法 

 

2. 3. 1 概要 

液状化現象による被害を軽減および回避するためには液状化の予測が必要になる。1964

年を契機として本格的に液状化の研究が始まり，過去の大きな地震ごとに液状化予測法は
変遷し，高度化が図られている。本節では，安田がまとめた文献22)を参考に，既往の液状化
予測手法をあげて，変遷の内容及び特徴を整理した。表 2.1に液状化の考え方が設計基準類
に導入された時期を示す。 

 

 

表 2.1 基準類への液状化の導入の時期23) 
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2. 3. 2 限界 N 値法 

 限 界N値法は，1964年の新潟地震の被害調査を基に，小泉24)や岸田ら25)によって提案され
た。小泉24)は約20地点における地震前後のN値を比較し，図 2.1に示した限界のN値より小
さかった地盤は地震によりN値が増大し，大きかった地盤は減少したことを明らかにした。
そしてその限界のN値が，液状化が生じるか否かの境になると考えた。岸田ら25)は，新潟地
震による建築物の被害の程度とN値との関係を研究した。そして，図 2.2に示した限界のN

値より小さかった地盤では，被害が大きかったことを明らかにした。 

 この限界N値による液状化予測法は，港湾をはじめ，道路橋，建築，鉄道の設計基準に導
入された。 

 

 
図 2.1 小 泉24)による限界N値 

 

 

図 2.2 岸田ら25)による限界N値 
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2. 3. 3 FL 値を用いる方法 

 FL値を用いる方法の基本は，新潟地震のすぐ後にSeedら26)によって考え出された。そし
て1971年には，かなり確立された方法が打ち出された27)。この方法ではN値から相対密度を
そしてさらにRを求めることになっており，また，相対密度とRとの関係は人工的に詰めた
試料の実験結果を利用してあった。 

 これに対し，岩崎・龍岡ら28)はその後にわが国で数多く行われた不撹乱試料による液状化
試験結果をまとめ，標準貫入試験のN値から繰返し三軸強度比である液状化強度比Rを直接
算出する簡易式を導き出した。また，いくつかの地震応答解析をまとめて，Seedらの方法26)

を多少修正し，繰返しせん断応力比Lの簡易式を提案した。道路橋の設計基準29)を参考に，
FL値を式（2.1），液状化強度比Rを式（2.2），せん断応力比Lを式（2.3）に示す。 

さらに，地盤全体の液状化の程度を示す液状化指数PL値について式（2.4）に示す。 

 

LRF L =                                                         (2.1) 

LW RcR =                                                         (2.2) 

  7.10882.0 aL NR =                                 ( )14<aN  

  ( ) 5.46 14106.17.10882.0 −⋅×+= −
aaL NNR            ( )14≤aN  

'vvhgLdkrL σσ=                                                  (2.3) 

( ) ( ) −⋅−=
20

0
5.0101 dxxFP LL   （ 0.1≥LF の場合は1.0 とする）    (2.4) 

ここに， 

  LF    ：液状化に対する抵抗率 

  R    ：動的せん断強度比 

  L    ：地震時せん断応力比 

  Wc   ：地震動特性による補正係数 

  LR   ：繰返し三軸強度比 

  dr    ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数 

  0hgLk ：液状化の判定に用いる地盤面の設計水平震度 

  aN   ：粒度の影響を考慮した補正N値 

  v'σ   ：有効上載圧（kN/m2） 

  vσ    ：全上載圧（kN/m2） 

  x    ：地表面からの深さ（m） 
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2. 3. 4 粒度と N 値による方法 

 粒度と N 値による方法は，1986 年に井合ら 30)によって提案され港湾の設計基準で使用さ
れた。その後，兵庫県南部地震による被災事例を踏まえて，山�ら 31)が修正を行っている。
予測法としては，まず，図 2.3 を用いて，粒度による土の分類を行う。図 2.3 は均等係数
の大小に応じて使い分ける。 

 粒度により液状化する可能性があると判定された場合は，等価 N 値と等価加速度による
液状化判定を行う。ここで，等価加速度は地盤の地震応答解析から求まる最大せん断応力
から算定する。以上により求まった等価 N 値と等価加速度から図 2.4 を用いて液状化判定
を行う。現時点の港湾の設計基準 32)より，等価 N 値は式（2.5）に，等価加速度は式（2.6）
に示す。 

 

( ) ( )
( ) 0.165'0041.0

65'019.0
65 +−

−−=
v

vNN
σ

σ
                                       (2.5) 

ここに， 

  ( )65N  ：等価 N 値 

  N     ：土層の N 値 

  'vσ   ：土層の有効上載圧力（kN/m2） 
 

g
v

eq '
7.0 max

σ
τα =                                                   (2.6) 

ここに， 

  eqα   ：等価加速度（Gal） 

  maxτ   ：最大せん断応力（kN/m2） 

  'vσ   ：有効上載圧力（kN/m2） 

  g     ：重力加速度（Gal） 
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図 2.3 粒度による液状化予測32) 
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図 2.4 等 価N値と等価加速度による液状化予測32) 
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2. 3. 5 繰り返し三軸試験による方法 
 前節に示した，「FL 値による方法」と「粒度と N 値の方法」は原位置試験である N 値を
を基に液状化強度を求めている点では共通している。本節では，液状化強度をより詳細に
調査する方法として，室内試験である「繰り返し三軸試験」を用いる方法を示す。 

 善 ら 33)は，1973 根室半島地震，1978 年宮城県沖地震，1983 年日本海中部地震の液状化層，
非液状化層を対象に，繰り返し三軸試験結果から，現地盤の繰り返しせん断応力比を求め，
地震応答解析 SHAKE を用いた地盤の地震応答解析結果から繰り返しせん断応力比を算定
し，両者から繰り返しせん断抵抗率を求める方法の適用性を検討している。 

 井合ら 34)は，1995 年兵庫県南部地震において，置換砂および埋立土の液状化が神戸港の
ケーソン式岸壁の主な被災原因になっていることに着目して，2 次元有効応力解析 FLIP に
よる再現解析を実施した。ここでは，解析に用いる置換砂と埋立土の液状化特性を繰り返
し三軸試験により求め，液状化の発生状況および液状化に伴う構造物の変形などの被害を
再現している。 

 

2. 3. 6 せん断波速度による方法 
 砂の液状化強度は，せん断波速度と関連性があることが明らかにされており，せん断波
速度を用いて液状化予測を行う手法が提案されている（図 2.5）35)。この提案の有効性の過
去の地震による確認は不十分であり，実務設計においては普及していない。 

 

 

図 2.5 地表面加速度とせん断波加速度から求まる液状化の有無の関係 35) 
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2. 4 N値に代わり得る地盤調査手法 
 
2. 4. 1 ＰＳ検層 
 地盤内を伝達する弾性波速度は地盤の強度と密接な関係がある。ＰＳ検層 35)はボーリン
グ孔を利用して弾性波の深さ方向の速度分布を把握する調査手法である。弾性波は，地盤
内を弾性運動によって伝播する波動であり，振動方向は伝播方向に一致するＰ波（縦波も
しくは疎密波）と伝播方向と直交するＳ波（横波もしくはせん断波）がある。測定方法と
して，ダウンホール方式を図 2.6 に，孔内起振受振方式を図 2.7 に示す。ダウンホール方
式は，測定深さが増すと起振のエネルギーを大きくする必要がある。一般的には深さ 100m

までの測定は可能である。孔内起振受振方式は，ある一定距離の間を伝わる弾性波を測定
するので原理的に測定深さに制限はない。しかし，この方式は孔内水を介して波動を伝え
るものが多いため，孔内に水がない場合は適用できないことが多い。地表面に起振装置を
設置できない海上での調査に利用されている。 

 

 

 

 

(a) 検層装置の例 (b) 走時曲線図の例 

図 2.6 ダウンホール方式 36) 
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(a) 検層装置の例 (b) 走時曲線図の例 

図 2.7 孔内起振受振方式 36) 
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2. 4. 2 ＰＤＣ 
 ＰＤＣ（Piezo Drive Cone）37)は，図 2.8 に示すように地盤の間隟水圧を動的貫入試験に
よって測定することで，原位置試験で地盤の液状化強度の評価が可能となる手法である。
貫入抵抗値 Nd 値（換算 N 値）だけでなく，打撃時に発生する過剰間隟水圧などを測定する
ことが出来，水圧の消散時間から透水性なども評価できる。 

 

 

図 2.8 ＰＤＣ試験装置の概念図 37) 
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2. 4. 3 表面波探査 
地盤を弾性体とみなせる場合，地盤を伝わる波は，実体波と表面波に分けられる。表面

波の伝播速度はおよそ波長に相当する深度までの S 波速度を反映する。すなわち波長の短
い波（高周波）は浅い地盤の速度だけを反映し，波長の長い波（低周波）ほど深い地盤の
速度を反映する。このように深度方向に S 波速度が異なる地盤では，波長（周波数）の違
いによって波の伝播速度（位相速度）が異なる現象である分散が生じる。表面波探査 36), 38)

は，表面波の一つであるレイリー波を測定し，位相速度を逆解析することにより地盤の S

波速度の 2 次元分布を把握することができる方法である。表面波の発生については，地表
にハンマー打撃などにより人工的に起振させる手法を用いる。表面波探査の概要図を図 2.9

に，計測からＳ波速度分布を求める解析手順を図 2.10 に示す。 

 

 

図 2.9 表面波探査測定概念図 38) 

 

 

図 2.10 測定ならびに解析手順36) 

 

短い波長の波が、浅い
層の速度で伝播する 

長い波長の波が、深い
層の速度で伝播する 速度Ｖs：大 

速度Ｖs：小 

起振

受振器 データ収録器 

測線の配置計画の立案
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イメージへの変換

位相速度曲線読取り

初期S波速度モデル

逆解析による1次元
S波速度構造作成

1次元S波速度構造を順に
並べて2次元断面として表示

(測
定

～
解
析
へ
の
移
行
)



第 2 章 既往の知見と研究 

31 
 

2. 4. 4 サンプリング 
 地盤は一般に極めて非一様であり，剛性・強度・透水性などの物性が極端に異なる軟弱
粘土から硬岩までの多様な材料から構成されている。また，材料の剛性・強度・透水性は
可変であり，堆積環境，締め固め法，飽和度，排水条件，拘束圧などの載荷履歴，ひずみ
速度などにより大幅に変化しうる。さらに地盤の物性には，剛性率がひずみの増加によっ
て低下するという非線形性がある。 

 地盤材料が上記のような特性があるために，構造物を築造するに当たって必要な地盤材
料の物性値の具体的な特性を把握しておく必要がある。したがって，地盤内の適切な位置
において土の試料を採取（サンプリング）36)し，室内試験を実施する。なお，室内試験は，
試験方法の相互に関連し，依存し，補完していることから，規格・基準に則って実施する。
変形・強度試験のみを抜粋して図 2.11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 サンプリングによる室内試験の例（変形・強度試験）36) 
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2. 5 液状化予測図 
 面的な液状化予測結果は，液状化危険度マップなどで，一般公開されている。本節では，
液状化予測図の一例として，広島県の震度分布および液状化危険度マップ 39)を図 2.12～図 

2.15 に示す。本マップでは，震度分布と土質状況を基に，震度５強以上の地域を対象とし
ている。液状化危険度の評価に関しては，250m メッシュごとの液状化指数（PL 値）を算定
している。PL 値の算定は，2.3.3 節に記載した方法を採用している。 

 

 

図 2.12 南海トラフ巨大地震（陸側ケース）の震度分布39) 

 

 

図 2.13 南海トラフ巨大地震（陸側ケース）の液状化危険度39) 
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図 2.14 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震（南から破壊）の震度分布39) 

 

 

 
図 2.15 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震（南から破壊）の液状化危険度39) 
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2. 6 まとめ 
 液状化予測手法は，1964年の新潟地震を契機に考案され，過去の地震被害を教訓に改良
を重ね現在に到っている。このように液状化予測の手法は高度化されているが，考案され
た時点から使用されている液状化予測に用いるデータはボーリングから得られる原位置試
験結果（N値，PS検層）や土質試料の室内試験結果であることは変わっていない。地盤調査
手法については，地盤内の深度方向の状態分布を把握するものと2次元的に把握できるもの
と大別できるが，実務の設計で使用されているものの多くは，1次元に地盤内を把握する調
査手法である。これらの情報は，土層における物理特性などの詳細を把握するのには適し
ているが，平面的には点としてのデータである。そして，液状化予測の結果をまとめて公
開する液状化危険度マップについても点の情報としての液状化予測結果からメッシュ単位
の情報に拡張・補完して作成している。 

本研究では，以上のことを踏まえ，液状化被害の事例から液状化の発生状況および被害
状況の分析を行う。そして，その分析結果を基に液状化予測の高度化に必要な事項を検討
していく。 
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第3章 液状化被害の事例解析 ～2011 年東北地方太平洋

沖地震の液状化被害～ 
 

3. 1 概要 

 

 液状化予測の高度化を図り，液状化対策を合理的かつ経済的に行うためには，まず液状
化の実態を把握しておくことが望ましい。すなわち，実際の事例を踏まえて現状の液状化
予測の問題点を検討しておく必要がある。そこで，本章では，2011 年 3 月 11 日に発生した
東北地方太平洋沖地震について事例分析を行った結果を示す。3.2 節では，関東地方沿岸部
の埋立地に位置する工場を対象に，工場敷地内の液状化が経済的被害に及ぼす影響につい
て調査分析した結果を示す。3.3 節では，千葉県浦安市を対象に液状化の発生と地盤特性と
の関係について調査分析した結果を示す。 
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3. 2 2011年東北地方太平洋沖地震による工場の経済被害 
 

3. 2. 1 概要 

 地震時には沿岸部の埋立地の広い範囲で液状化が発生することがある。そして，埋立地
には多くの工場が立地していることが多く，液状化による工場の被害が企業の経済活動に
影響を及ぼす。実際，関東地方の京浜工業地帯，京葉工業地帯では，沿岸部の埋立地に多
く工場が立地しており，2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震においても，液状化に起
因したと思われる工場被害が多数発生した。 

 液状化による被害を軽減するためには，液状化対策を実施することが必要であり，実際
の液状化対策の実施では，その費用対効果を評価しておくことが重要である。すなわち，
効果的な液状化対策の推進には，工場敷地内の液状化が工場の被害にどのような影響を及
ぼすかを把握しておく必要がある。そこで，工場の被害に伴う経済損失が，敷地内の液状
化によってどのように増加したかを評価することを本研究では試みる。 

 これまでに，地震時の経済的被害を評価した研究としては，中野ら 1)の 2004 年新潟県中
越地震による経済被害，米澤 2) , 3)の日本海中部地震による経済被害の事例がある。これに比
べて，事前の地震対策に対する費用対効果の研究は少なく，数少ない例として，野津ら 4)

の釧路沖地震による液状化対策の事例がある程度である。しかし，野津らの研究は岸壁に
対する液状化対策効果の検討であり，埋立地に立地する工場の被災に着目した検討ではな
い。 

 工場の地震時の被災には，地盤の液状化に伴う被災のほかに，地震動に起因した施設等
の損失や，社会情勢の変化に伴う供給減少等によって生じた損失も含まれるものと考えら
れる。また，埋立地に立地する工場は多種多様であると同時に，工場の規模も異なってい
る。さらに，工場の被災状況や工場敷地内の液状化の状況は必ずしも公表されていない。
すなわち，敷地内の液状化の有無だけに着目し，その他の条件をそろえて，液状化の影響
を把握することは極めて困難であり，これが，この種の検討が進展しなかった理由である。 

 そこで，本節では，東北地方太平洋沖地震において被災した工場による経済損失を，公
表されている有価証券報告書の情報から推計することとした。また，工場の規模等の影響
については，敷地面積当たりの被害額に換算することで基準化して比較した。また，地震
動強さと液状化の有無は，近隣の気象庁震度 5)および液状化の有無の報告事例 6)から推定し
た。そして，液状化の有無に着目して結果を整理することで，液状化に伴う被害の増加を
定量的に把握することを試みた。 
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3. 2. 2 検討方法 

3. 2. 2. 1 検討対象となる工場の抽出 

 本検討の対象は，東京湾内の埋立地および茨城県の沿岸部に位置する工場とした。また，
被害額の把握に有価証券報告書のデータを用いたため，東証一部上場の企業の工場を対象
とした。ただし，東証一部上場企業の工場であっても，東北地方太平洋沖地震の被災範囲
に 1 つしか工場を所有しない企業に限定している。これは，被災した工場が複数あると，1

つの工場における被災金額を算定することが難しいためである。 

 抽出した工場の分布を，図 3.1 に示す。また，一覧を表 3.1 に示す。なお，個別の企業
名は割愛し，主な生産品目のみ参考に示すこととした。ここで，敷地面積は地図より算出
した数値である。 

 

3. 2. 2. 2 工場の被災金額 

 工場の被災の程度は，被災金額で評価することとした。被災金額として，有価証券報告
書に記載されているのは，「特別損失」と「損害損失引当金」があるが，「損害損失引当金」
は，「特別損失から繰上額として計上する」との記載がある企業もあることから 7)，被災金
額は「特別損失」のみで表すものとした。つまり，特別損失は，2011 年 3 月 11 日（2010

年度）の震災により発生した損失であり，損害損失引当金は，損失のうち，翌年度以降に
確実に発生する損失に備えた引当金である。本節では，2010 年度と 2011 年度の有価証券報
告書を使用した。このため，2012 年度以降に発生する損失などで，2010 年度や 2011 年度に
計上できない損失もあると考えられ，被災金額を過小評価している可能性がある。 

ここで，本節の目的は，地震および地震に伴う液状化が企業の経済活動にどの程度の影
響を及ぼすかを定量的に明らかにし，経済合理的に支出が妥当と思われる液状化対策の費
用の水準を検討する資料を得ることである。ただ，企業の地震に伴う経済被害には，施設
や設備の損傷による直接的な被害の他，販売等の停止に伴う間接被害もあり，定量化は難
しい。しかし，ここで観点をかえて，投資家の目から見た場合，液状化対策の支出の妥当
性は，把握が困難な実態としての直接および間接被害額ではなく，投資家に説明される経
済損失と対策費用を比較することが判断される。すなわち，地震および液状化によって会
計的に報告される経済損失（特別損失）を把握することで，事前の対策の経済合理性を議
論できるものと考えられる。 

 

3. 2. 2. 3 工場近傍の地震動の強さと液状化の有無 

 工場近傍の地震動の強さについては，気象庁より公開されている資料 5)から，工場近傍の
震度階級を抽出した。 

 液状化の有無については，関東地方の地盤液状化現象の実態解明報告書 6)から，液状化の
発生分布と工場の位置とを対応させて判定した。表 3.1 に示す工場のうち，上記資料によ
り液状化の発生の有無を推定できた 19 箇所の工場について，図 3.2，図 3.3 に液状化の分
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布と工場位置の関係を示す。 

図 3.2，図 3.3 中の調査図Ａ～Ｊに示す液状化の分布図において，工場が液状化ありの範
囲に位置している場合と，液状化ありの範囲に隣接している場合については「液状化あり」
と判断した。逆に，液状化ありの範囲から距離がある場合は液状化なしと判断した。液状
化なしと判断した工場では，最低でも 170 m は最寄りの液状化地点（噴砂地点）から離れ
ている（調査図 C が最近傍の場合を示す）。 

 

 

 

図 3.1 検討対象とした工場の分布 
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表 3.1 検討対象とした工場の一覧表 

 

  

工場
No.

工場近傍
の震度

液状化
の有無 主な生産品目

①被災に伴う
特別損失  平成22年度

(単位：百万円)

②被災に伴う
特別損失 平成23年度

(単位：百万円)

被災金額
(①+②)

敷地面積
（m2）

被災金額/敷地面積

1 3 不明 精密機械 10,590 0 10,590 227,000 0.04665

2 3 不明 食品 1,300 209 1,509 233,000 0.00648

3 3 不明 自動車 39,605 17,207 56,812 505,434 0.11240

4 5弱 有 菓子 45 0 45 5,634 0.00799

5 5弱 有 パイプ 2,315 0 2,315 66,408 0.03486

6 5弱 有 表面処理加工 213 63 276 5,779 0.04776

7 5弱 無 加工食品 65 28 93 9,641 0.00965

8 5弱 無 船舶 714 0 714 420,000 0.00170

9 5弱 無 砂糖 145 25 170 105,000 0.00162

10 5弱 無 薬品 2,971 2,704 5,675 60,000 0.09458

11 5弱 無 樹脂 288 185 473 600,000 0.00079

12 5弱 無 化学製品 707 0 707 450,000 0.00157

13 5弱 無 化学製品 1,079 0 1,079 320,000 0.00337

14 5強 不明 製粉 972 0 972 79,000 0.01230

15 5強 無 造船・機械 10,240 0 10,240 958,000 0.01069

16 5強 不明 化学製品 234 0 234 123,100 0.00190

17 5強 不明 化学製品 4,129 2,027 6,156 100,000 0.06156

18 5強 無 ドラム缶 119 25 144 61,984 0.00232

19 5強 無 化学製品 498 0 498 89,276 0.00558

20 5強 無 小麦粉 664 72 736 35,192 0.02091

21 5強 無 加工食品 977 142 1,119 22,041 0.05077

22 5強 有 各種銅管 303 23 326 70,002 0.00466

23 5強 有 菓子 1,020 0 1,020 16,610 0.06141

24 5強 有 仮設資材 199 0 199 19,820 0.01004

25 5強 有 精米 53 0 53 3,914 0.01354

26 6弱 不明 鋼材 62,041 16,722 78,763 10,000,000 0.00788

27 6弱 不明 化学製品 21,032 5,312 26,344 820,000 0.03213

28 6弱 不明 化学製品 3,000 572 3,572 350,000 0.01021

29 6弱 不明 化学製品 653 997 1,650 400,000 0.00413
※液状化の有無の欄で「無」は資料により液状化を確認できなかった地点，「不明」は液状化を判断する資料が無かった地点を示す．
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図 3.2 工場の位置と液状化の発生状況（その１） 

No.4

調査図 A 

赤色が液状化の範囲のため液状化ありと判断． 赤色が液状化の範囲のため液状化ありと判断． 

No.5

No.6

調査図 B 

No.7

調査図 C 

170m

噴砂箇所を示す赤色の点から 170m 離れている 
ため，液状化を確認できなかった地点と判断． 

赤色が液状化ありを示し，青色が液状化を確認できなかった地
点を示す．この図の工場は液状化を確認できなかったと判断． 

No.8 

No.9 
No.10

No.11
No.13

調査図 D 

No.12

 

液状化を示す赤色の範囲から 1100m 離れている
ため，液状化を確認できなかった地点と判断． 

1100m 

No.15

調査図 E 

液状化を示す赤色の範囲から 1800m 離れている
ため，液状化を確認できなかった地点と判断． 

1800m 

No.18

調査図 F
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図 3.3 工場の位置と液状化の発生状況（その２） 

 

 

  

 
液状化を示す赤色の範囲から 1200m， 
液状化した道路を示す赤色の線から，400m，500m，
離れているため，この図の工場は液状化を確認でき 
なかった地点と判断． 

400m 
No.19

500m 

No.20

1200m

No.21

調査図 G 

No.22No.23

調査図 H 

赤色が液状化の範囲のため液状化ありと判断．

 

No.24

調査図 I 

赤色が液状化の範囲のため液状化ありと判断．

No.25

調査図 J 

液状化した道路に隣接しているため液状化ありと判断．
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3. 2. 3 検討結果 

 抽出した工場の被災金額，震度，液状化の有無について表 3.1 にまとめた。ここで，今
回の検討対象の工場区域には，津波による浸水被害を受けていなく，液状化の痕跡が津波
により消失した箇所はない。なお，液状化を確認できる資料がなく，液状化の有無につい
て判断できなかった工場については除外することとして，ある程度のデータ数による分析
が可能な震度５弱（液状化あり：3 工場，液状化なし：7 工場）と震度５強（液状化あり：
4 工場，液状化なし：5 工場）の 2 つの震度階級のデータのみを用いて検討を行った。 

 図  3.4 に，震度および被災金額の関係を示す。ばらつきが大きいものの，震度５弱より
も震度５強の方で被災金額が大きくなる結果が得られた。これは，地震動の強さが大きい
ほど被害が大きくなることを考えると，妥当な結果であるといえる。 

 次に液状化の有無で分けて示した震度と被災金額の関係を図 3.5 に示す。液状化なしの
場合は，震度５弱よりも震度５強の方が被災金額の平均値が大きく，液状化ありの場合は，
震度５強よりも震度５弱の方が被害金額の平均値が若干大きくなっている。これは，液状
化が発生した場合は，地震動強さの影響が小さくなっている可能性を示唆している。 

 ここで，有価証券報告書の被災金額は，工場の業種により大きく異なる。つまり，工場
設備の復旧費用だけでなく，在庫処分費，原材料の滅失，操業停止による損失などの様々
な費用の含有の有無，また，工場の生産費品目による設備の種類，従業員数，敷地面積な
どの工場の規模によって金額が大きく異なってくると考えられる。このことは，本検討の
結果にばらつきが生じる原因となる。 

そこで，被災金額が，工場の敷地面積に比例して大きくなると仮定し，被災金額を敷地
面積で除した値（単位敷地面積当たりの被災金額）に対する震度および液状化の有無の関
係の検討を実施した。まず，液状化の有無で分けず，震度と敷地面積で除した被災金額の
関係を図 3.6 に示す。図 3.4 と同様にばらつきが大きいものの，平均値はほぼ同等である。
図 3.4 での考察とは矛盾するが，震度５弱と震度５強の揺れの大きさの違いよりも工場種
別や液状化の有無といった他の要因の影響の方が大きい可能性があると推察される。 

次に，液状化の有無で検討した結果を図 3.7 に示す。液状化ありの方が単位敷地面積当
たりの被災金額が大きくなっている。液状化の有無によって金額にすると，敷地面積 1m2

当たり震度５弱では 1.4 万円，震度５強では 0.4 万円の差が生じている。すなわち，液状化
する場合は，液状化しない場合に比べて，敷地面積 1m2 当たりの被災金額が震度５弱では
1.4 万円，震度５強では 0.4 万円大きくなる。なお，倍率で評価すると，震度５弱で 1.9 倍，
震度５強で 1.2 倍に被災金額が増加したことになる。 

地震動強さによって，液状化発生時の被災金額の増加量および増加割合に大きな違いが
ある。しかし，一般に地震動が大きな場合は液状化が発生しなくても地震動による被害が
発生するのに対し，地震動が小さい場合は液状化が発生していなければ被害が発生しにく
い。このことを考慮すると，本検討結果は妥当な傾向を示しているといえる。 
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 ここで，被災金額とした特別損失は 2010 年度と 2011 年度だけであり，2012 年度以降に
損失として処理される分がある可能性があるため過小評価となっている可能性が高いこと
に注意する必要がある。また，敷地面積には，工場で使用する資材置き場や駐車場等，様々
なものが含まれている。工場設備等の存在する重要部分の敷地面積当たりで計算した場合
は，単位面積当たりの被災金額が大きくなり，液状化の有無による差も変わってくること
が考えられる。 

 液状化対策の費用には，例えば住宅を新築する場合，1m2 当たり 3 万円程度である 8)。本
検討で得られた液状化の有無による敷地面積 1m2 当たり 1.4 万円と 0.4 万円の被害の差は対
策費用に比べて小さな値であると思われる。しかし，これは住宅の液状化対策においても
建物部分のみの敷地範囲を対策することと同様に，工場敷地内全域を液状化対策するので
はなく，業種，設備，稼働状況に応じて，重要な範囲を液状化対策していくことが合理的
であることを示している。 

 ここで，埋立地に立地する工場の液状化対策を行うことを考えると，①埋立地全域を工
場建設前に液状化対策する。②工場の配置計画に基づいて重要箇所を液状化対策する，③
工場建設後の実際の配置および操業状況に基づいた重要箇所を液状化対策する，といった
方法が考えられる。しかし，既存の住宅の液状化対策が難しいのと同様に，③の方法は建
設後の対策であるため，適用可能な工法が限られ施工時の操業中断が必要となるなど現実
的でない。一方で，本検討の成果は，①の方法が必ずしも経済合理的でないことを示して
いる。つまり，埋立地に工場を建設する企業は，埋立地全域について対策をするよりは，
液状化対策をしないことが経済合理的であると判断する可能性がある。しかし，これは社
会的には地震時の被災リスクが増加するという点で避けるべきである。よって，②の方法
が最も合理的であると考えられるが，一般に埋立時に施設配置計画が定まっていることは
それほど多くないと考えられ，現実的には困難である。以上を考えると，各企業の費用対
効果の検討結果に左右されない，何らかの公的支援の枠組み等が埋立地の工場地帯の液状
化対策の進展において重要であると考えられる。あるいは，地層構成などに応じて最も危
険な範囲を明確にしておくことで，合理的な液状化対策を事前に示すことも液状化対策の
進展において重要である。 
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図 3.4 震度と被災金額の関係 図 3.5 液状化の有無を考慮した震度と 

被災金額の関係 

  

図 3.6 震度と被災金額／敷地面積 

の関係 

図 3.7 液状化の有無を考慮した 

震度と被災金額／敷地面積の関係 
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3. 2. 4 まとめ 

本節では，地震動強さおよび液状化の有無と工場の被災による経済損失の関係を，種々
の公表資料から調査した。得られた主な結論は下記の通りである。 

 

・地震動強さと工場の被災金額の関係について検討したところ，震度５弱と震度５強にお
ける工場の単位敷地面積（1m2）当たりの被害金額には，明瞭な差が見られなかった。 

・液状化の有無と工場の被災金額の関係を検討したところ，工場の単位敷地面積（1m2）当
たりの被災金額が，液状化の発生により震度５弱で 1.4 万円（1.9 倍），震度５強で 0.4 万
円（1.2 倍）増加する結果が得られた。 

・一般に，液状化対策費用が 3 万円/m2 程度のオーダーであることから，工場敷地内全域を
液状化対策するのではなく，重要な範囲を対策していくことが液状化対策において合理
的であることが示唆された。 

・また，工場の重要な範囲に加えて，地盤特性や地盤の応力状態のばらつきがある工場敷
地の中で，液状化し易い箇所を液状化対策することも合理的である。 

 

 ここで，液状化対策を行うべき重要な範囲は，工場の業種，設備，稼働状況によって異
なることが想定される。また，図 1.2 のように同じ埋立地においても液状化の有無にばら
つきが生じていることを考えると，各工場敷地の液状化強度を適切に評価し，液状化危険
度の大きな範囲を絞り込んで対策を実施していくことが，液状化被害を軽減する上で重要
であると言える。 
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3. 3 2011 年東北地方太平洋沖地震における浦安の液状化と地盤特性の関係 

 

3. 3. 1 概要 

本節では，2011 年東北地方太平洋沖地震により，大きな液状化被害が発生した千葉県浦
安市に着目し，地盤特性が液状化被害に与える影響について調査分析を行った結果を示す。 

 

3. 3. 2 地盤特性データ 

 千葉県浦安市の地盤構造を図 3.8 に示す。一般的な地盤構造は，上層が浚渫土層と沖積
砂質土層で構成された砂質土層，下層が軟弱な沖積粘土層となっている。また，図 3.8 よ
り，地下水位深度が浅く，最下層に存在する工学的基盤面の標高の起伏が激しいことが分
かる。液状化に影響を及ぼす要因として，埋立履歴，地下水位，砂質土層厚や工学的基盤
面などの地盤特性が挙げられる。本分析では，これらの地盤特性に加えて，沖積粘性土層
厚が液状化被害に与えた影響についても検討した。本分析に使用した地盤特性データを図 

3.9～図 3.14 に示す。 

 

図 3.8 浦安市の地盤構造 9) 
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図 3.9 浦安市の埋立履歴 9) 

 

 
図 3.10 地下水位深度コンター図 9) 
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図 3.11 工学的基盤面標高コンター図 9) 

 

 
図 3.12 浚渫砂質土（Fs）層の層厚コンター図 9) 

  



第 3 章 液状化被害の事例解析 ～2011年東北地方太平洋沖地震の液状化被害～ 

52 
 

 

 

図 3.13 沖積砂質土（As）層の層厚コンター図 9) 

 

 
図 3.14 沖積粘性土層（Ac）層の層厚コンター図 9) 
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中井ら 10)は，浦安市の液状化被害が軽微であった A 地点と，液状化被害が甚大であった
B 地点の 2 箇所でボーリング調査を行った。結果を図 3.15 に示す。図 3.15 より，沖積粘土
層の N 値は A 地点，B 地点共に 0~2 程度で，非常に軟弱である。また，被害が軽微であっ
た A 地点では沖積粘土層厚が 10m 程度であったが，被害が甚大であった B 地点では沖積粘
土層厚は 50m と非常に厚くなっている。そこで，沖積粘性土層の層厚が液状化被害に与え
る影響を検討した。 

 

 

図 3.15 浦安市のボーリング柱状図 10) 
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3. 3. 3 液状化被害データ 

 被害の程度を面的に把握するため，液状化被害データには図 3.16 に示す地震前後の地盤
高変動量と，図 3.17 に示す抜け上がり被害の分布図を使用した。地震前後の地盤高変動量
は，航空レーザー計測の結果を元に作成されたもので，計測データの精度は±15cm である。
一般に液状化が発生すると，噴砂や地盤の剛性低下が原因で地盤は沈下する。よって，図 

3.16 中の地盤高が低下している箇所で液状化が発生していると考えられる。また，抜け上
がり被害とは，液状化により沈下した地盤と，杭基礎で支えられている構造物の間に高低
差が発生する被害のことである。浦安市で発生した抜け上がりの被害例を写真 3.1 に示す。
また，図 3.17 から読み取った抜け上がり量ごとの被害発生地点数を，表 3.2 に示す。 

 

 

 
図 3.16 地震前後の地盤高変動量コンター図 9) 
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図 3.17 抜け上がり被害の分布図 9), 11) 

 

写真 3.1 浦安市で発生した抜け上がり被害の例 12) 

 

表 3.2 抜け上がり被害の発生地点数 

  

抜け上がり量 点数
0cm 60

0～6cm 145
6～26cm 407

26～46cm 157
46～99cm 64

計 833
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3. 3. 4 データの分析方法 

3. 3. 4. 1 地盤高変動量コンター図を用いた分析 

図 3.16 に示す地盤高変動量と各地盤特性データを関連付けるために，統計等で主に用い
られる標準地域メッシュを用いて分析を行った。本分析では，標準地域メッシュのうち，
メッシュ 1 辺の長さが約 250m の，4 分の 1 地域メッシュ（緯度 7.5 秒，経度 11.25 秒）を使
用した。このメッシュと，地盤高変動量のコンター図，地層コンター図などの各地盤特性
データを重ね合わせて，メッシュ交点ごとのデータを読み取った。分析方法のイメージ図
を図 3.18 に示す。 

 

 

 
図 3.18 メッシュによる分析方法のイメージ図 
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3. 3. 4. 2 杭の抜け上がり量の分布図を用いた分析 

図 3.17 に示す杭の抜け上がり量の分布図については，分布図と地層コンター図などの各
地盤特性データを重ね合わせて，杭の抜け上がり被害が発生している地点ごとの地盤特性
データを読み取った。分析方法のイメージ図を図 3.19 に示す。 

 

 

 

図 3.19 杭の抜け上がり量の分布図を用いた分析方法のイメージ図 
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3. 3. 5 分析の結果とその考察 

3. 3. 5. 1 地盤特性データ間の相関 
 まず，本分析で使用する地盤特性データ間の相関について調査した。表 3.3 に，地盤特
性データ間の相関係数を示す。相関係数 xyρ は，埋立履歴や地下水位などの変数をそれぞ

れ（ ix ， iy ）（ ni ・・・,2,1= ）として定め，式（3.1）より算出した。 
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相関係数は，その値が 1 に近いほど有意な相関があるとされているが，各地盤特性デー
タ間の相関係数が 1 に近いものはなく，有意な相関は見られなかった。  

 

表 3.3 地盤特性データ間の相関係数 

 

  

埋立履歴 地下水位深度 工学的基盤面標高 浚渫砂質土層の層厚 沖積砂質土層の
層厚

沖積粘性土層
層厚

埋立履歴 ­ ­ ­ ­ ­ ­
地下水位深度 0.1918 ­ ­ ­ ­ ­

工学的基盤面標高 ­0.3376 ­0.0216 ­ ­ ­ ­
浚渫砂質土層の層厚 0.3049 0.0646 ­0.1579 ­ ­ ­
沖積砂質土層の層厚 0.2033 0.3013 ­0.0223 ­0.0946 ­ ­
沖積粘性土層の層厚 0.2437 0.1161 ­0.4732 0.1333 0.1563 ­
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3. 3. 5. 2 各地盤特性が液状化被害に与える影響 

（１） 埋立履歴の影響 

埋立履歴に関して，地震前後での地盤高変動量の割合を図 3.20 に，抜け上がり被害の発
生件数を図 3.21 に，抜け上がり被害の被害レベルの割合を図 3.22 にそれぞれ示す。一般
に，地盤の堆積年数が長くなると地盤の N 値が増加し，液状化抵抗が上がるとされている。
しかし，図 3.20 図 3.22 からはそのような傾向はあまり見られない。また，図 3.22 から，
被害の発生件数が最多となっている埋立年代は 1967 年であり，次いで被害数が多い埋立年
代は 1969 年となっている。 

前述の図 3.9 に示した浦安市の埋立履歴より，浦安市は元々の陸地である「元町地域」，
第 1 期埋立事業（1964-1975）により造成された「中町地域」，第 2 期埋立事業（1972-1982）
により造成された「新町地域」に大きく区分されている。本分析の結果では，「中町地域」
での被害が最大となった。また，浦安市の中で液状化被害が甚大であった地域は「中町地
域」であると報告されており 12)，本分析の結果は妥当であるといえる。 

 

 

図 3.20 埋立履歴ごとの地盤高変動量の割合 
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図 3.21 埋立履歴ごとの抜け上がり被害の発生件数 

 

図 3.22 埋立履歴ごとの抜け上がり被害の被害レベルの割合 
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（２） 地下水位深度の影響 

 地下水位深度に関して，地震前後の地盤高変動量の割合を図 3.23 に，抜け上がり被害の
発生件数を図 3.24 に，抜け上がり量の割合を図 3.25 に示す。一般的に液状化は地下水位
の深度が浅いと有効拘束圧が小さくなり，地盤の剛性低下および強度低下が生じるため，
地下水位が深い場合より浅いほうが発生しやすい。図 3.24 によると，-1.5~-1m より深い位
置ではそのような傾向が見られるが，それより浅い位置になると被害数は少なくなってい
る。また，図 3.23，図 3.25 より，沈下や抜け上がりなどの被害程度と地下水位深度には関
係性があまり見られない。これらの原因として，地下水位深度を調べる際に使用した図 3.10

の地下水位深度コンター図が，調査時期の異なるボーリングの孔内水位から想定されたも
のであることが挙げられる。地下水位は降水，季節，周辺工事の影響など様々な要因で変
動する 13)ため，図 3.10 の地下水位深度コンター図が必ずしも 2011 年東北地方太平洋沖地
震直前の地下水位を正確に反映していないということが考えられる。 

 

図 3.23 地下水位深度ごとの地盤高変動量の割合 
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図 3.24 地下水位深度ごとの抜け上がり被害の発生件数 

 

図 3.25 地下水位深度ごとの抜け上がり被害の被害レベルの割合 
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（３） 砂質土層の層厚の影響 

浚渫砂質土層の層厚に関して，地震前後の地盤高変動量の割合を図 3.26 に，抜け上がり
被害の発生件数を図 3.27 に，抜け上がり量の割合を図 3.28 に示す。また，沖積砂質土層
の層厚に関して，地震前後の地盤高変動量の割合を図 3.29 に，抜け上がり被害の発生件数
を図 3.30 に，抜け上がり量の割合を図 3.31 に示す。図 3.26，図 3.28 より，浚渫砂質土層
では層厚が増加するほど地盤は沈下しており，被害の程度も増加している。しかし，図 3.29，
図 3.31 に示す沖積砂質土層についての地盤高変動量と被害程度のグラフからは，そのよう
な傾向が見られない。 

これらの原因を考察するにあたって，図 3.32 に，浦安市 12)で実施された既存地盤調査結
果を用いて作成された，浚渫砂質土層と沖積砂質土層の N1 値の比較を示す。ここで N1 値
とは，N 値を有効上載圧 100kN/m2 相当に換算したものである。図 3.32 より，浚渫砂質土
層の N1 値の平均は 5.5 程度，沖積砂質土層の N1 値の平均は 13 程度となっており，比較す
ると，浚渫砂質土層の方が N1 値は低く，ゆるい砂質土層であることがわかる。よって沖積
砂質土層より浚渫砂質土層の方が液状化しやすい層となっているため，同じ砂質土層でも
浚渫砂質土層の方が液状化被害に直接影響を及ぼしたと考えられる。 
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図 3.26  浚渫砂質土層の層厚ごとの地盤高変動量の割合 

 

 

図 3.27 浚渫砂質土層の層厚ごとの抜け上がり被害の発生件数 
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図 3.28 浚渫砂質土層の層厚ごとの抜け上がり被害の被害レベルの割合 

 

 

図 3.29 沖積砂質土層の層厚ごとの地盤高変動量の割合 
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図 3.30 沖積砂質土層の層厚ごとの抜け上がり被害の発生件数 

 

 

図 3.31 沖積砂質土層の層厚ごとの抜け上がり被害の被害レベルの割合 
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図 3.32 浚渫砂質土層と沖積砂質土層の N1 値の比較 12) 

 

 

（４） 沖積粘性土層の層厚の影響 

沖積粘性土層の層厚について，地震前後の地盤高変動量の割合を図 3.33 に，抜け上がり
量の発生件数を図 3.34 に，抜け上がり量の割合を図 3.35 にそれぞれ示す。図 3.33 より，
沖積粘性土層の層厚が厚くなるほど地盤が沈下している。また，図 3.35 に示すグラフでも，
沖積粘性土層の層厚が厚くなるほど被害の程度は大きくなっており，図 3.33 と同様の傾向
を示している。しかし，図 3.34 に示す抜け上がり被害の発生件数に着目すると，層厚が薄
いほど発生件数が多くなる傾向となっており，図 3.33，図 3.35 のグラフと逆の傾向を示し
ている。 

これらの原因として，浦安市内における埋立地は，造成時から圧密沈下が懸念されてい
たことから，広域で地盤改良が実施された記録がある。図 3.36 に浦安市の対策工法実施状
況の模式図を示す。沖積粘性土層が厚い箇所では，載荷盛土とサンドドレーン工法による
圧密促進が図られており，このことが被害の件数や程度に影響を及ぼしていると考えられ
る。 
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図 3.33 沖積粘性土層の層厚ごとの地盤高変動量の割合 

 

 

図 3.34 沖積粘性土層の層厚ごとの抜け上がり被害の発生件数 
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図 3.35 沖積粘土層の層厚ごとの抜け上がり被害の被害レベルの割合 

 

 

 

図 3.36 浦安市の対策工法実施状況の模式図 12) 
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3. 3. 6 まとめ 

埋立地における地盤特性が液状化被害に与える影響について検討するため，2011 年東北
地方太平洋沖地震で大きな液状化被害が発生した千葉県浦安市を対象とし，浦安市の液状
化被害と地盤特性の関係性を分析した。分析結果のまとめを以下に示す。 

 

3. 3. 6. 1 地盤特性の相関 

 埋立履歴，地下水位，工学的基盤面標高，浚渫砂質土層の層厚，沖積砂質土層の層厚，
沖積粘性土層の層厚という地盤特性間の相関を調べた結果，有意な相関は見られなかった。  

 

3. 3. 6. 2 液状化被害に影響を与えたと考えられる地盤特性 

 分析の結果，液状化被害に影響を与えたと考えられる地盤特性は，埋立履歴，浚渫砂質
土層の層厚，沖積粘性土層の層厚の 3 つであった。 

 

・埋立履歴の影響 

埋立履歴と被害の関係を分析したところ，被害数が最多となったのは 1970 年以前に埋
立てられた地域となっていた。また，埋立履歴が新しいほど被害は少なかった。 

・浚渫砂質土層の層厚の影響 

浚渫砂質土の層厚と被害の関係を分析したところ，層厚が厚いほど被害程度は大きく
なっていた。なお，同じ砂質土層である沖積砂質土層の層厚は，液状化被害と相関が見
られなかった。 

・沖積粘性土層の層厚の影響 

沖積粘性土層と被害の関係を分析したところ，被害の数は層厚が薄くなるほど多くな
っていたが，沈下や抜け上がりなどの被害程度は層厚が厚いほど大きくなっていた。こ
の原因として，地盤改良の有無が考えられる。沖積粘性土層が厚い箇所の中には，沈下
対策のため地盤改良が実施されているところが存在した。よって，沖積粘性土層の層厚
が厚いところでは地盤改良のため被害数は少なくなっているが，地盤改良が行われてい
ないようなところでは被害程度が大きくなった可能性がある。 

 

また，地下水位と液状化被害の間には相関が見られなかった。その原因として，分析に
用いた地層コンター図が最新のものでなかったためと考える。なお，今回の結果は地盤特
性の分布と被害の分布を対応させただけであり，地震動の分布等は考慮していない。 

  



第 3 章 液状化被害の事例解析 ～2011年東北地方太平洋沖地震の液状化被害～ 

71 
 

3. 4 まとめ 
 
 2011 年東北地方太平洋沖地震の液状化被害の実態から液状化予測の問題点を整理した。
3.2 節では，液状化をした場合の方が工場の経済的損失が大きくなることを定量的に示し，
液状化対策を行うためには，重要な範囲を選定して対策をしていくことが合理的であるこ
とがわかった。また，3.3 節では，液状化被害の程度は，浚渫砂質土層厚や沖積粘性土層厚
が厚い方が大きくなることを示した。 

ここで，沖積粘性土層厚の大きな実地盤で液状化の被害が大きかった理由の一つとして，
不同沈下による地盤状態の変化に本研究では着目する。つまり，不同沈下により地盤状態
が変化し，液状化強度が変化した可能性を次章で考える。 
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第4章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する解析

的検討 
 

4. 1 概要 
 

人工地盤である埋立は，軟弱な粘性土が堆積している沿岸部に造成されることが多い。
粘性土地盤上に埋立を行った場合，不同沈下が生じることが確認されている 1)。奥村ら 1)

の研究では不同沈下の原因を以下の通り挙げている。 

・沈下を生じさせる軟弱層の厚さが平面的に異なる場合。 

・地盤の圧縮性，圧密特性のばらつきがある場合。また，サンドドレーンなど人為的に圧
密特性を変化させた場合。 

・沈下を生じさせる外力としての荷重（地盤上の構造物等）が場所によって異なる場合。 

3.3 節では，液状化被害の程度は粘性土層厚と関係していることを示したが，粘性土層厚に
応じて不同沈下が発生するものと考えると，液状化被害の程度が不同沈下と関連している
可能性がある。つまり，圧密による不同沈下が経年的に発生し，人工地盤の年代効果によ
る液状化抵抗の増加はあるものの，地震時における地盤の液状化に対する安定性が低下す
るおそれもある。 

そこで，本章では，粘性土地盤上に人工地盤を造成した場合，粘性土地盤の不同沈下に
より発生する人工地盤の状態変化に着目した。まずは，FEM 解析により不同沈下を模擬し
た応力状態から加振を与えることで，不同沈下による地盤の状態変化，および液状化の発
生への影響について解析的検討を行った。 
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4. 2 検討方法 
 

4. 2. 1 検討モデルと地盤条件 
本検討では，埋立人工地盤を想定し，粘性土地盤上に等価 N 値 10 の砂質土地盤が層厚 15m

で造成した状態をモデル化した。なお，粘性土地盤は不同沈下形状のみを解析領域底面の
形状変化としてモデル化するため，ここでは地盤としてモデル化はしない。水平方向は不
同沈下形状が模擬できるように十分広い幅の 100m とした。また，液状化した場合の計算の
安定上，地表面の有効平均拘束圧が小さくなりすぎないように，地下水位を GL-2m とし不
飽和領域を設けた（図 4.4）。解析メッシュは，要素の大きさを 1m×1m の正方形とした 1500

要素とし，地表面部には不同沈下による地面の鉛直方向に生じる割れ，ずれを表現できる
ようにジョイント要素を設けた（図 4.4）。なお，ジョイント要素は初期自重解析のみ機能
するものとし，地震応答解析時は，ジョイント要素を構成する二重節点同士を拘束するこ
とで，機能しないようにした。解析は，有効応力法に基づく地震応答プログラム FLIP2)を使
用した。地盤定数は，等価 N 値 10，細粒分含有率 Fc=0％と仮定して，簡易に動的変形特性，
液状化特性を設定できる手法 3)により求めた。設定した定数を表 4.1，表 4.2 に，動的変形
特性の算定方法を以下に示す。 

 
( ){ } ( )65131019.01651310041.065131 −×++−××= NN             (4.1) 
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ここに， 

65N    ：等価 N 値（有効上載圧 65kN/m2 に対する N 値） 

131N  ：土圧係数 0.5 の基で，有効拘束圧 98kN/m2 に対応する有効上載圧 131kN/m2 に対 
する N 値 

maG   ：有効拘束圧 98kN/m2 に対するせん断弾性係数(kN/m2) 

maK   ：有効拘束圧 98kN/m2 に対する体積弾性係数(kN/m2) 
ν      ：ポアソン比 

rD    ：相対密度 
φ      ：せん断抵抗角（°） 
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また，液状化特性としての液状化強度曲線を図 4.5，ジョイント要素の定数を表 4.3 に示
す。液状化強度は，作用するせん断応力 τ と初期平均有効拘束圧 σ’m0 の比なので，σ’m0 が要
素ごとに異なると，液状化強度も不均質となる。また，せん断弾性係数およびせん断強度
も σ’m0 に依存するため不均質となる。 

 

4. 2. 2 解析コードの概要 
 本章における FEM 解析では，有効応力解析プログラム FLIP（Finite element analysis program 

for Liquefaction Process）2)を用いて検討を実施した。FLIP は，1988 年に独立行政法人 港湾
空港技術研究所（当時，運輸省 港湾技術研究所）において開発された平面ひずみ状態を対
象とする有効応力法に基づく 2 次元地震応答解析プログラムである。 

 土の応力ひずみモデルはマルチスプリングモデル 4)を用いている。マルチスプリングモデ
ルは図 4.1 に示すように，任意方向のせん断面に対して仮想的な単純せん断が作用するも
のとし，これらのせん断面に対して，双曲線モデルを適用している。なお，双曲線モデル
に Masing 則をそのまま適用すると，減衰定数が砂の室内試験結果と著しく異なるようにな
ることが知られているため，履歴ループの大きさを任意に調整可能なように Masing 則を拡
張している。 

 また，過剰間隟水圧のモデルは井合ら 5)のモデルを用いている。これは，非排水条件下の
砂に対して，単位体積の土になされた塑性せん断仕事に応じて応力経路を与えるモデルで
ある。このモデルの概念図を図 4.2 に示す。図の縦軸は状態変数 S で，これは，非排水か
つ全拘束圧力一定という実験の条件下においては，σ’m/σ’m0 に一致する（σ’m は平均有効応
力）。そして，単位体積の土になされた塑性せん断仕事の累積値に基づき，図 4.2 に示す液
状化フロントパラメータ S0 が決定される。この状態において可能な応力経路は，図中に液
状化フロントとして示されている。このモデルでは，液状化フロントの位置が決まれば，
せん断応力比 r に応じて状態変数 S が定まり，この S に応じて，砂のせん断剛性とせん断強
度を調節している。また，平均有効応力の算定に必要な塑性せん断ひずみも S に応じて評
価するとしている。調節された砂のせん断剛性とせん断強度は，多重せん断ばねモデルに
反映されて，非排水条件下で繰返しせん断される砂の挙動を再現する。 

 FLIP の地震応答解析における解析手順は，まず，物性値および解析メッシュ等のモデル
作成を行った後，重力加速度の場において，初期応力状態を再現するために初期自重解析
を実施する。そして，その初期応力状態を基準状態として，入力地震動を与えた地震応答
解析を行う。解析手順のフローを図 4.3 に示す。 
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図 4.1 マルチスプリングモデル 4) 

 

 

 
図 4.2 過剰間隟水圧モデルの概念図 5) 
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図 4.3 解析フロー図 

 

 

 

 

  

(1) 解析モデルの作成
 ・基盤面の設定と左右境界の位置の設定 
 ・地下水面レベルの設定 
 ・ 土層分割 
 ・各土層の解析地盤定数の設定 
 ・液状化パラメータの設定 
 ・有限要素分割 

(2) 入力データの作成 

(3) 解析実行
 ・初期自重解析 
 ・地震応答解析 

(4) 結果整理・評価 
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4. 2. 3 不同沈下を模擬した自重解析 
粘性土地盤の不同沈下は解析メッシュの底面節点の変位で模擬する。不同沈下の形状は，

100m の延長で 2 箇所発生する場合と 3 箇所発生する場合の 2 パターンで検討した。不同沈
下の形状を図 4.6 に示す。 

なお，不同沈下の形状が正弦波形状である根拠はない。しかし，不同沈下の程度は，地
盤物性の相関性に依存しており，地盤のばらつきに基づく不同沈下の場合，極端に不連続
な沈下が生じないことがわかっている 1)。よって，連続性を担保できる一般的な形状として
正弦波形状を仮定した。また，波長は地盤物性相関性や層厚に依存するが，100m で 2～3

地点の沈下のピークは現実的に生じるパターンである 6)。FLIP では，動的解析の前段階と
して，地盤の密度に重力加速度を作用させることによって地盤内の初期応力を再現する初
期自重解析を実施する。地表面の不同沈下によって発生する地盤内応力を模擬する方法と
して，この初期自重解析終了と同時に，目標とする不同沈下形状になるように，底面の各
節点に鉛直下向きの強制変位を与えた。不同沈下については，実際には補修されることも
ある（費用の問題から放置されることも多い）が，解析的に地表面形状を再度水平にする
ことは難しいため，ここでは地表面の不整形は放置されているものとして解析した。不同
沈下の計算ケースを表 4.4 に示す。 

 

4. 2. 4 地震応答解析 
不同沈下による不均質な応力分布が液状化の発生に及ぼす影響を評価するため，簡単な

条件での地震応答解析を実施した。具体的手順は，自重解析の後，底面境界に水平加速度
として，非排水条件下で，周期 1 秒，最大加速度 100gal の正弦波形を 10 波作用させた。水
平加速度時刻歴図を図 4.7 に示す。単純な地層構成のため，単純な正弦波加振が最も地盤
内の液状化の発生の状況の差異を把握できると考えている。 
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表 4.1 土の動的変形特性 

 

 

 
表 4.2 土の液状化特性 

 

 

 
表 4.3 ジョイント要素の定数 

 
 

 
表 4.4 計算ケース 

 
 

  

ρ Gma Kma σma' φ
(t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (kN/m2) (deg)

2.0 10 84495 220349 0.33 98 39.67 0.24

hmaxνN65

φp

(deg)

28 0.005 3.691 0.5 1.011 2.098

s1 w1 p1 p2 c1

垂直方向初期剛性 せん断方向初期剛性 φ

Kn(kN/m2) Ks(kN/m2) (deg)

1000000 0 0

number of settlement place 2 places and 3 places

Quantity of settlement (m) 0.1, 0.2, 0.3, 0.4
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図 4.4 土層モデルと解析メッシュ 

 

 

 
図 4.5 液状化強度曲線 
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図 4.6 不同沈下の模擬 

 

 

 
図 4.7 入力波形 
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4. 3 不同沈下に伴う地盤内応力の変化 
 

4. 3. 1 有効拘束圧と初期せん断応力の変化 
沈下が 3 箇所，沈下量 0.3m のケースについて，不同沈下後の変形図を図 4.8 に示す。な

お，変形スケールは 10 倍としている。次に地盤内応力として，主応力図，初期平均有効拘
束圧 σ’m0，初期せん断応力 τmax0，初期せん断応力比 τmax0/σ’m0 を図 4.9，図 4.11，図 4.14，
図 4.16 に示す。また，比較のために，不同沈下がない場合の地盤内応力を図 4.10，図 4.13 

に，不同沈下がある場合とない場合の地盤内応力の差分を図 4.12，図 4.15 に示す。 

不同沈下が発生することによる地盤内応力の変化の傾向を以下に示す。 

・ 沈下が大きい箇所と沈下が小さい箇所の間で主応力の向きに傾きが発生する。（図 4.9） 

・ 不同沈下が大きい箇所の周りで，主応力の向きがアーチ状となる。（図 4.9） 

・ 深度が大きい範囲の平均有効拘束圧 σ’m0 は，不同沈下が大きい箇所は小さくなるが，不
同沈下が小さい箇所は大きくなる。（図 4.10，図 4.11，図 4.12） 

・ 初期せん断応力 τmax0 は不同沈下により全体的に大きくなるが，沈下が大きい箇所の周り
のアーチ状の範囲で特に大きくなる。（図 4.13，図 4.14，図 4.15） 

・ 初期せん断応力比 τmax0/σ’m0 は，沈下が大きい箇所の深度が小さい範囲，および沈下が大
きい箇所と小さい箇所の間で大きくなる。（図 4.16） 

 また，最大沈下点が 3 地点の解析事例では，同様の応力分布が並ぶようになっている。
すなわち，地盤内応力は境界からの距離に依存していないため，水平に無限に続く地盤を
解析的に模擬できている。よって，応力分布の変化は，本解析結果における最大沈下点か
らの距離と地盤深度で整理できる可能性が高いことがわかる。 

 

4. 3. 2 沈下量と応力状態の変化 
最大沈下点からの距離と深度の関係から地盤内応力の変化傾向を整理し，沈下量の影響

を検討する。図 4.17 に示すように A～F の 6 測線，5 深度（GL-2.5m，GL-5.5m，GL-8.5m，
GL-11.5m，GL-14.5m）を考えた。A～F の測線における地盤内応力の深度分布図を，まず沈
下量 0.3m を例として図 4.18 に示す。また，不同沈下しない均質な地盤応力の場合の深度
分布についても併せて示す。 

 各測線の深度分布図の傾向は以下のとおりである。 

・ 初期平均有効拘束圧 σ’m0 は，沈下が大きい地点の測線 A，B については，深度が大きく
なるにしたがって不同沈下しない場合より小さくなるが，他の測線では不同沈下しない
場合より各深度で大きくなる。 

・ 初期せん断応力 τmax0 は，各測線とも大部分で不同沈下しない場合よりも大きくなってい
るが，沈下が大きい地点の測線ほど深度が大きくなるにつれて τmax0 は小さくなる傾向が
ある。 
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・ 初期せん断応力比 τmax0/σ’m0 は，不同沈下しない場合よりも大きくなっている。沈下が大
きい地点の測線，小さい地点の測線と比較して，その中間の測線は深度分布のばらつき
が小さい傾向にある。 

図 4.19 より，不同沈下しない場合の初期せん断応力比は τmax0/σ’m0=0.34 程度である。一
方で，不同沈下した場合の各測線のせん断応力比は τmax0/σ’m0＞0.34 である。したがって，
模式的に図 4.18 に示すように，不同沈下した場合の方が有効応力経路の初期地点（自重圧
密終了後の応力状態）が破壊線に近く，この事が液状化の起こり易さに影響してくると思
われる。 

次に，沈下量が変化した場合に，図 4.19 で得られた傾向がどのように変化するかを図 

4.20 に示す。図 4.20 は沈下量 0.1m に対する沈下量 0.3m の場合の地盤内応力の比の深度分
布を示している。この結果，沈下量が増加するにしたがい，以下の傾向が見られた。 

・例えば A 側線の σ’m0 など，上端・下端と，深度中央付近で増減の傾向が異なる場合もあ
り沈下量の増加に伴う応力分布の変化は極めて複雑である。 

・沈下量の増加によって σ’m0 が増加した点では，τmax0 も増加していき，結果として図 4.20 

右側に見られるように，全般では沈下量の増加により初期せん断応力比 τmax0/σ’m0 が増加
している。 

・沈下量の増加に伴う初期せん断応力比の増加は，ばらつきはあるものの，各側線，深度
ともに，ほぼ同程度である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.8 変形図（不同沈下 3 箇所，沈下量 0.3m） 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.9 主応力図（不同沈下 3 箇所，沈下量 0.3m） 
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図 4.10 初期有効拘束圧 σ’m0 分布図 

（不同沈下無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.11 初期有効拘束圧 σ’m0 分布図 

（不同沈下 3 箇所，沈下量 0.3m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 不同沈下無しに対して不同沈下によって生じる 

初期有効拘束圧 σ’m0 の差分の分布図 
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図 4.13 初期せん断応力度 τmax0 分布図 

（不同沈下無し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.14 初期せん断応力度 τmax0 分布図 

（不同沈下 3 箇所，沈下量 0.3m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.15 不同沈下無しに対して不同沈下によって生じる τmax0 の差分の分布図 
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図 4.16 せん断応力比 τmax0/σ’m0 分布図 

 

 

 

図 4.17 地盤内応力の抽出要素 

 

 

 

図 4.18 初期応力の違いの模式図 
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図 4.19 地盤内応力の深度分布図（沈下量 0.3m） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.20 地盤内応力の深度分布図の沈下量による変化 
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4. 4 地盤内の応力変化と液状化挙動 
不同沈下しない場合の均質な地盤の動的解析で得られた過剰間隟水圧比の時刻歴を図 

4.21 に示す。過剰間隟水圧比の抽出箇所は，深度方向では水面以下で 3m 間隔の 5 箇所とし
（GL-2.5m，GL-5.5m，GL-8.5m，GL-11.5m，GL-14.5m），水平方向は領域の左側，中央部，
右側の位置で 3 地点とした。深度によって水圧の上昇傾向は若干異なるが各深度における
過剰間隟水圧比の上昇傾向はほぼ同じ傾向を示し，全域で均質な液状化状態になっている。
図 4.22 に不同沈下 0.3m の時の動的解析で得られた過剰間隟水圧比の時刻歴を示す。一部
で過剰間隟水圧比が均質な地盤内応力よりも小さくなるが，大部分で不同沈下が無いケー
スより早い時点で過剰間隟水圧比が大きくなる。特に立ち上がりが早い箇所は，沈下が大
きい位置と小さい位置の中間の範囲であり，図 4.17 に示す要素における 0.5 秒後の過剰間
隟水圧比を求めると，c1(0.38)，c2(0.57)，c3(0.59)，c4(0.55)，c5(0.46)，d1(0.41)，d2(0.59)，
d3(0.59)，d4(0.51)，d5(0.50)である。ここで，括弧内の数値は，不同沈下しない場合に対し
て，不同沈下した場合の過剰間隟水圧比の増分を示す。なお，不同沈下しない場合の過剰
間隟水圧比は，領域中心における値を使用した。この位置の地盤内応力の特徴は，主応力
の向きが 45 度に傾いている範囲であり（図 4.9），また，τmax0/σ’m0 が他の領域よりも大きく
なっている（図 4.16，図 4.19）。 

すなわち，定性的には，不同沈下により沈下の大きな位置と小さな位置の中間で初期せ
ん断応力比が最も大きくなること，また，地震時の間隟水圧上昇もそのエリアで早く生じ
ることがわかる。このことは，不同沈下による地盤内応力の変化が，液状化の発生の状況
に影響を及ぼしていることを示している。 

初期せん断応力が不同沈下により大きくなる程度について，沈下量（D），最大沈下位置
の間隔（L），および砂層の層厚（H）に着目して検討した。図 4.23 に，c3 の初期せん断応
力について、最大沈下箇所が２箇所の場合と３箇所の場合（最大沈下位置の間隔が異なる）
を併せて示す。 

これらの図より，最大沈下箇所が２箇所の場合と３箇所の場合の双方とも，D/L および
D/H が大きくなるにつれて初期せん断応力が大きくなることがわかる。 

なお，水圧の上昇と変形の発生は，要素の初期応力状態にも依存し，必ずしも 1 対 1 の
対応とはならない。本検討の結果は，水圧の上昇と液状化の発生のみに着目しており，液
状化の進展に伴って地盤変形が大きく発生するような土構造物の断面を対象としていない。
したがって，液状化地盤の変形も含めた議論を行うには別の事例での検討が必要である。 
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図 4.21 不同沈下がない場合の 

過剰間隟水圧比時刻歴図 

図 4.22 不同沈下した場合の 

過剰間隟水圧比時刻歴図 
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図 4.23 要素位置 c3 における不同沈下形状と τmax0/σ’m0 の関係 

 

 

4. 5 まとめ 
本節では，粘性土層の不同沈下により粘性土層上の砂質地盤の液状化特性に対する影響

の評価を行なった。以下に解析によって得られた結論を次に示す。 

・沈下量が大きい位置の底面近傍で有効拘束圧 σ’m0 が低下し，沈下量が小さい位置の底面
近傍では，有効拘束圧 σ’m0 は増加した。 

・不同沈下すると，初期せん断応力 τmax0 は増加する。特に沈下箇所の周辺のアーチ状の範
囲で増加している。 

・初期せん断応力比 τmax0/σ’m0 は，沈下量が大きい位置の地表面部と，沈下量が大きい位置
と小さい位置の中間部で増加している。 

・沈下量が増加するほど，地盤内応力の変化も大きくなるが，その変化の分布は複雑であ
る。しかし，せん断応力比 τmax0/σ’m0 については，沈下量の増加に伴って全般的に同程度
の増加傾向を示す。 

・沈下量が大きい位置と小さい位置の中間部で過剰間隟水圧比の上昇が早くなる。また，
その位置は，τmax0/σ’m0 が他より大きくなる範囲である。 
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第5章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する遠心

模型実験と再現解析 
 

5. 1 概要 

 第 4 章において，不同沈下により埋立地盤内の応力状態が変化し，液状化の発生状況に
対して影響を及ぼすことを解析上は確認した。しかし，解析結果は構成則等の解析コード
の特性に依存するため，実際と同等な現象が生じるかどうかは定かではない。 

そこで，本章では，実地盤において同様な現象が発生することを検討するために，まず，
遠心力場で地盤の不同沈下を模擬した土層実験を行い，不同沈下層以浅の埋立地盤内にお
ける応力変化の有無と，応力状態の変化が地震時の液状化の発生に及ぼす影響を検討した
結果を示す。また，FEM 解析により実験結果を再現し，実験結果の妥当性を検証する。 
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5. 2 遠心力場での模型実験の概要 

 

実スケール換算で 10m の層厚を持つ埋立地盤において，埋立地盤直下の粘性土地盤が不
同沈下したという想定で，50G 場での模型実験を行った。遠心載荷は京都大学防災研究所所
有の実験装置を使用した。実験装置の構成および性能を写真 5.1，図 5.1，表 5.1 に示し，
遠心載荷による相似則を表 5.2 に示す。また，模型の断面図と平面図を図 5.3 および図 5.4

に示す。図 5.3 に示す各計測点では，水平方向と鉛直方向の土圧（全応力相当）と間隟水
圧を測定した。また，地表面での沈下形状を 4 点の変位計で測定した。土圧計は写真 5.2

のようなアルミ板の治具を作成し，アルミ板の表面に両面テープで土圧計を接着した。土
層作成時に図 5.3 に示す所定の高さに土層が達した際に，治具を土層表面に差し込む様に
設置した。土層作成状況を写真 5.3 に示す。 

不同沈下については，土槽中央部の底面を沈下させる機構（落とし戸）を設置すること
で模擬した。落とし戸の最大沈下量は模型スケールで 9mm であり，落とし戸直下に水を充
填したゴムパイプを設置し，それを排水することで落とし戸を操作している（図 5.5）。ゴ
ムパイプからの排水は強制的ではなく，落とし戸に加わる土層の載荷重による排水である
が，最大沈下量近くまでは沈下していると考えられる。また，落とし戸が落ちた際に上層
地盤の沈下形状が滑らかになるように，底面には厚さ 1cm のシリコンゴム板を敷設した（写
真 5.4）。この結果，土層底面は滑らかに変形することとなり，より現実の不同沈下形状に
近い状態が模擬できたと推測される。 

埋立地盤を模擬したシリコンゴム上の砂地盤は，豊浦砂を用いて水中落下法にて作成し
た（相対密度約 50％）。なお，間隟水は粘性流体でなく，ここでは模型作成時の都合上，水
道水を用いた。模型地盤作成後の状況の例を写真 5.5 に示す。地盤の沈下状況を側面から
確認できるように，赤色に着色したそば乾麺棒を 2cm 間隔（実スケール換算で 1m 間隔）
で設置した。写真では，赤色のそば乾麺棒とそれを目安に土槽前面のガラス表面に描いた
線が 2 重写りしている。土槽側面の摩擦軽減については，特別な処理は行っていない。 

 模型地盤を作成後，遠心載荷前に落とし戸が落下できるように落とし戸のロックを開放
し，遠心加速度を増加させた。遠心力載荷前の時点では，シリコンゴム板の剛性により地
盤の沈下は発生していない。しかし，遠心加速度を上げていくにしたがって落とし戸の機
構が作動し，徐々に地表面にも沈下が発生した。最終的な落とし戸の動作状況の例を写真 

5.6 に示す。載荷後に 1G 場で確認したが，落とし戸は最大沈下量（模型スケール 9mm，実
スケール 45cm）まで作動している。また，赤色乾麺棒の変形については，写真 5.6 では写
りが悪く視認出来ないが，土層上層は直線状であるのに対し，土層下部となるにしたがっ
てシリコンゴムの不同沈下形状に近づくような曲線状になっている。再現性を検討するた
め，同じ条件の実験を 2 回実施した（ケース 1，ケース 2 とする）。ただし，ケース 1 では，
計測点 D,E,F の計測を実施できなかった。 

 遠心加速度 50G での自重圧密が完了した後に，不同沈下が液状化の発生の有無に及ぼす
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影響を評価するため，加振実験を行った。加振は，実スケールで最大加速度約 100Gal，周
波数 1Hz（模型スケールで 50Hz）の正弦波を 10 サイクル与えた。周波数のみ模型スケール
換算した水平加速度の時刻歴の例を図 5.2 に示す。両ケースとも，同様の加振が実施でき
たことを確認している。 

 

 

写真 5.1 本実験で使用した遠心載荷装置 1) 

 

 

 
図 5.1 遠心載荷装置の構成 1) 

 

  



第 5 章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する遠心模型実験と再現解析 

95 
 

 

表 5.1 遠心載荷装置の性能 1) 

 
 

表 5.2 遠心載荷試験の相似則 

 
 

 
図 5.2 水平加速度時刻歴 
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図 5.3 模型および計測位置の断面図（模型スケール） 

 

 
図 5.4 模型および計測位置の平面図（模型スケール） 

 

 

 

写真 5.2 土圧計設置用治具 
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写真 5.3 水中落下法による 

飽和地盤の作製 

写真 5.4 土槽内に設置した 

落とし戸模型とシリコンゴム 

 

  
図 5.5 落とし戸模型の概要 

 

写真 5.5 作成した模型地盤 写真 5.6 落とし戸動作状況 
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5. 3 遠心力場での模型実験の結果 

 

5. 3. 1 不同沈下の発生による地盤内応力の変化 

遠心加速度を 50G まで大きくする過程における計測結果を示す。まず，地表面の沈下量
を図 5.6 に示す。最終的な沈下量は落とし戸中心上の地表面（計測点Ⅰ）で約 5mm，落と
し戸端部上の地表面（計測点Ⅱ）で 3～4mm，落とし戸外側の地表面（計測点Ⅲ,Ⅳ）で約
2mm である。落とし戸の沈下量（つまり砂層底面の不同沈下量）は 9mm 弱と推測されるが，
実際の地表面沈下量はそれよりも小さく，また，地表面での不同沈下量はさらに小さい。
この原因として，図 5.7 に示すような，落とし戸外側の底面から構築されるアーチ構造例え

ば, 2) ,3) ,4) が地表面の沈下を抑制した可能性が考えられる。しかし，土槽側面の摩擦の影響も
考えられ，結果の解釈には注意が必要である。なお，計測点ⅢおよびⅣでみられた約 2mm

の沈下は，50G の遠心力による自重圧密沈下であると思われる。 

土圧計から得られた値は全応力相当の圧力を図 5.8 に，間隟水圧計で測定した水圧を図 

5.9 に示す。また，有効応力相当の土圧は，土圧計の値から水圧を差し引いて求め，図 5.10

に示す。また，不同沈下しない水平成層を仮定した全応力，水圧および土圧の理論値も同
時に示している。 

図 5.8 においては，計測点 B,C の 2 回目の値を除いて，鉛直応力は全て理論値より小さ
な値となっている。一方，水平応力については，計測点 C,E,F では理論値より小さくなって
いるが，計測点 A,B,D では理論値と同程度の値である。この結果，落とし戸中心の上に位
置する計測点 A,D では水平応力より鉛直応力の方が小さい。これは，不同沈下の影響によ
る地盤内応力変化であると推定される。 

図 5.9 に示す水圧は，遠心加速度の増加とともに理論値より小さくなっているものの，
概ね理論値と同程度の値を示している。そして，図 5.10 に示す土圧は，落とし戸中心の上
に位置する計測点 A,D については水平土圧よりも鉛直土圧が小さい結果となる。特に計測
点 A の 1 回目の計測では，0～30G の遠心加速度では鉛直応力よりも水圧が大きく，土圧が
負の値となる。つまり，図 5.7 に示すようなアーチ効果によって上載荷重が支えられるた
め，計測点 A では有効応力がゼロの状態になっていると考えられる。土圧の計測は一般に
難しく，ある程度の誤差が本実験でも生じている可能性はあるが，2 ケースともほぼ同様の
結果であり，この点に関しては再現性が高いと思われる。また，計測点 D,E については，1

ケースのみの結果であるが，理論値よりも小さい土圧の値が示されている。こちらは，1 ケ
ースのみの計測であり，再現性を議論できる状態にはないが，図 5.7 に示すようなアーチ
効果と整合する結果である。計測点 F についても，理論値よりも小さい土圧の値が得られ
ているが，こちらは不同沈下に起因するアーチ効果ではなく，土層端部に存在するアーチ
効果の可能性が考えられる。 
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一方，計測点 B,C については，特に鉛直荷重において 2 ケースの実験結果が大きく異な
っている。これは実験結果の再現性について疑問を投げかける結果であるともいえるが，
この点は次節における FEM 解析により詳細に検討する。 

 

 

  



第 5 章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する遠心模型実験と再現解析 

100 
 

 

凡例： 

  

  

図 5.6 遠心加速度の増加に伴う地表面沈下量（模型スケール） 

 

 

図 5.7 アーチ構造発生の概念図 
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凡例： 

 

図 5.8 遠心加速度の増加に伴う全応力（模型スケール） 
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凡例： 

図 5.9 遠心加速度の増加に伴う水圧（模型スケール） 
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凡例： 

 

図 5.10 遠心加速度の増加に伴う土圧（模型スケール） 
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から算定した 

2 回目の土圧は 1 回目
の水圧から算定した 



第 5 章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する遠心模型実験と再現解析 

104 
 

5. 3. 2 加振時の水圧上昇への影響 

 図  5.11 に土圧計の計測結果を示す。なお，不同沈下しない水平成層を仮定した全応力の
理論値も一点鎖線で示している。全ての計測点で加振開始直後に鉛直応力と水平応力の両
方が大きくなる。これは図 5.12 に示すように，間隟水圧が上昇していることが影響してい
ると考えられる。 

 落とし戸から離れた位置にある計測点 C,F については，振動中の値に変動はあるもの，加
振後半において鉛直応力及び水平応力ともに理論値に近づく結果となっている。落とし戸
中心の上の計測点 A，落とし戸端部の上の計測点 B,E については，過小評価されていた鉛
直応力が上昇し，理論値に近づく傾向が見られる。ただし，水平応力は 2 ケースでやや異
なる挙動を示している。落とし戸真上の計測点 D については，加振前半に増加した後，間
隟水圧の消散にともなって減少に転じ，ほぼ加振前の応力状態に戻る傾向を示す。 

 図  5.12 に示す間隟水圧においては，1 回目と 2 回目の実験でほぼ同等な挙動を示してい
る。また，加振中に水圧の低下が生じており，過剰間隟水圧の消散が生じていると考えら
れる。加振による水圧の上昇の程度は，同じ高さの各計測点（A,B,C あるいは D,E,F）で同
程度であるが，落とし戸から離れるにしたがって，加振に伴う水圧の変動が大きい。なお，
計測点 C については，加振後においても水圧が大きく挙動しており，計測器に何らかの異
常があった可能性がある。 

 図  5.13 に示す土圧については，土圧計と間隟水圧計の双方が精度良く測定できていなけ
れば正しい値が算出できないのに対し，計測が不安定であったセンサーが実際にはあった
ため，不安定な計測結果となった。落とし戸上の計測点 A,B では，加振開始直後は間隟水
圧の上昇に伴い鉛直土圧，水平土圧ともに低下するが，その後は間隟水圧の消散に伴い増
加する。この挙動は定性的には納得できるものではあるが，最終的な土圧の値は，理論値
よりも大きな値となり，この理由は明らかではない。地盤下部の計測点 D,E では，土圧に
大きな変化はなく，理論値とも大きく異なる値となる。この理由も不明である。 
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凡例： 

 

図 5.11 加振に伴う全応力（模型スケール） 
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凡例： 

図 5.12 加振に伴う水圧（模型スケール） 
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凡例： 

 

図 5.13 加振による計測結果から求めた土圧（模型スケール） 
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5. 3. 3 実験結果のまとめ 

 以上のように，実験結果から以下のことが明らかとなった。 

 

・落とし戸中心上の地盤では，水平応力よりも鉛直応力が小さくなる。特に，落とし戸中
心真上（計測点 A）では有効応力がゼロになっている状態が生じた。これらは沈下が局部
的に大きな場所の周囲に発生するアーチ効果によるものと考えられる。 

・間隟水圧は，アーチの効果を受けることなく，計測値が理論値と一致した。 

・加振による水圧の上昇は，同一深度の計測点で同程度であった。ただし，落とし戸から
離れた計測点では水圧の変動幅が大きくなった。 

 

 

5. 3. 4 土圧の変化が N 値に及ぼす影響 

 N 値は拘束圧に依存することから，実験で計測されたような不同沈下によって生じる土圧
の変化が，原位置試験実施時の N 値の値に影響を及ぼす可能性が考えられる。そこで，本
実験で計測した土圧の変化が，原地盤で計測される N 値に及ぼす影響の程度を検討した。 

N 値について，拘束圧の影響を補正する方法としては，有効上載圧 100 kPa 相当の値（換
算 N 値）を求める道路橋示方書の方法 5) の式(4.1)や，有効上載圧 65 kPa 相当の値（等価 N

値）を求める港湾基準の方法 6) の式(4.2)がある。ここでは，その両方の式で検討した。 

まず，実験で作成した地盤の N 値を，10 および 20 と仮定し，水平成層地盤の場合の有効
上載圧の理論値（計測点 A~C について 46.0 kPa、計測点 D~F について 78.1 kPa）から，換
算 N 値および等価 N 値を計算した。次に，実験で計測された鉛直土圧と，上記で計算した
換算 N 値および等価 N 値から，実験地盤の N 値を推定した。推定結果を表 5.3，表 5.4 に
示す。 

( )70'
170

1 +
=

v

NN
σ

                                                    (4.1) 

( ) ( )
( ) 0.165'0041.0

65'019.0
65 +−

−−=
v

vNN
σ

σ
                                      (4.2) 

ここに， 
  1N     ：有効上載圧 100kPa 相当に換算した N 値 

  'vσ   ：計測時の有効上載圧（kPa） 

  N     ：標準貫入試験値（N 値） 
  ( )65N  ：等価 N 値  
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表 5.3 地盤の初期 N 値を 10 と仮定した場合の N 値の変化 

計測点 

換算N値 

および 

等価N値 

有効上載圧 

（計測値） 

上載圧 

補正後 

N値 

変化率 

A~C 
N1=14.7 

N65=11.2 
10.2kPa~105.7kPa 6.9~15.2 +52%~ -31% 

D~F 
N1=11.5 

N65=9.3 
6.3kPa~55.1kPa 5.1~8.7 -13%~ -49% 

 

 

表 5.4 地盤の初期 N 値を 20 と仮定した場合の N 値の変化 

計測点 

換算N値 

および 

等価N値 

有効上載圧 

（計測値） 

上載圧 

補正後 

N値 

変化率 

A~C 
N1=29.3 

N65=22.1 
10.2kPa~105.7kPa 13.8~30.3 +51.5%~ -31%

D~F 
N1=23.0 

N65=18.7 
6.3kPa~55.1kPa 10.3~17.8 -11%~ -48.5% 

 

 

表 5.3，表 5.4 からわかるように，本実験で得られた土圧の変化は拘束圧依存の N 値の変
化に換算すると，下層地盤では，+50 ～ -50％程度の変化に相当する。すなわち，実地盤に
おいても，下層地盤の圧密沈下等に起因した応力分布の不均質化によって，計測される N

値に+50 ～ -50％程度の程度で変化が生じている可能性が示唆される。また，逆に言えば，
同一の地盤であっても，応力状態の違いによって+50 ～ -50％程度の N 値のばらつきが生
じる可能性があることがわかる。すなわち，粒径分布等に明瞭な差がなければ，+50 ～ -50％
程度の N 値のばらつきがあっても，応力状態を除き同一性状の土層であると考えられる場
合があることが示唆される。  
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5. 4 ＦＥＭ解析による検討 

 

5. 4. 1 解析コードの概要 

 本章における FEM 解析では，大変形（有限ひずみ）理論に基づく有効応力解析プログラ
ム FLIP/TULIP（Finite element analysis program for Liquefaction Process / Total and Updated 

lagrangian Liquefaction Program）7)を用いて検討を実施した。 

 FLIP/TULIP は，1988 年に独立行政法人 港湾空港技術研究所（当時，運輸省 港湾技術研
究所）において開発された微小変形理論に基づく有効応力解析プログラム FLIP8)に対して，
井合，上田らが大変形（有限ひずみ）理論における，Total Lagrangian(TL)法と Updated 

Lagrangian(UL)法の 2 種類の定式化を導入したものである。 

 FLIP は，過剰間隟水圧の発生に伴う土の剛性の変化，すなわちダイレイタンシー特性を
表現することが可能であり，兵庫県南部地震や東北地方太平洋沖地震等の被災事例，模型
実験の再現解析を適切に再現できることから例えば,9), 10), 11)，港湾施設をはじめ，構造物の設
計において，地震に対する変形照査および部材照査の有力な手法の一つとして用いられて
いる。 

しかし，従来の FLIP は，微小変形（ひずみ）理論を前提としているため，土の要素にお
いて，ひずみが小さく，かつ微小な変位や回転の現象に対して使用することが正当である。
第 5 章における遠心模型実験は，落とし戸によって局所的に大きなひずみ，変形および回
転が発生する可能性がある。そのため従来の FLIP では無視できない誤差が生じることが考
えられ再現性を検討するにあたっては適切でないことから，従来の FLIP の構成式を大変形
（有限ひずみ）理論に拡張した FLIP/TULIP を用いることとした。 

 また，土の構成則についてはマルチスプリングモデルとカクテルグラスモデル 12)がある
が，本検討では，間隟水の移動を考慮した土－水の連成解析を行うことから，カクテルグ
ラスモデルを使用した。ここで，カクテルグラスモデルとは，ひずみ空間における多重せ
ん断モデルにおいて，土のダイレイタンシー特性を考慮するためのモデルとして，ダイレ
イタンシーによる体積ひずみ成分が，仕事をしないせん断機構を表現する膨張的成分，お
よび累積せん断ひずみに比例する収縮的成分の和として与えられるモデルである。また，
運動方程式と間隟水の収支バランス式を連成させて解き，時々刻々の間隟水の移動も評価
することが出来る。支配方程式である運動方程式を式（5.1）に，間隟水収支バランス式を
式（5.2）に示す。また，カクテルグラスモデルにおける応力とひずみの関係式を式（5.3）
～（5.5）に示す。 

iijij ug =+ρσ ,                                                     (5.1) 

( ) ( ) ( ) fijfijijfijiijij Kpniikgkpk /
,,,  +−=−− ρρε                       (5.2) 
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ここに， 

  ijσ   ：全応力（対称テンソル） 

  ρ   ：密度（土と水の複合物としての密度） 

  ig   ：重力加速度ベクトル 

  iu   ：土骨格の変位ベクトル 

  ijk   ：透水係数（対称テンソル） 

  p   ：間隟水圧 

  ijε   ：土骨格のひずみ（対称テンソル） 

  fρ   ：間隟水の密度 

  n    ：間隟率 

  fK ：間隟水の体積弾性係数 
 

 


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ここに， 

  'σ     ：有効応力テンソル 

  ( )''' εσσ mm=
   ：平均有効拘束圧 

  ( )dεεε −='
   ：有効体積ひずみ 

  ε     ：体積ひずみ 

  dε
    ：ダイレイタンシーによる体積ひずみ 

  )(iq   ：仮想単純せん断応力 

  )(iγ   ：仮想単純せん断ひずみ 

  vvq γ,
  ：（仮想単純せん断機構における）せん断強度および規準ひずみ 

  iω
    ：全体座標系における水平方向と仮想単純せん断方向のなす角度 

  )()( ii nt ⊗ ：粒子の接点接線方向の成分 tと接点垂直方向の成分nのテンソル積 
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5. 4. 2 解析モデル及び解析方法 

 上述の遠心力場の模型実験の妥当性を検証するため，FEM を用いて再現解析を行った。
図 5.14 に示す断面に対し，1 要素を 0.25m×0.25m の正方形としたメッシュでモデル化した
（図 5.15）。また，実験の計測位置に対応する解析結果の出力位置を図 5.14 中に示す。こ
こで，出力位置は，変位（計測点Ⅰ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ）は節点上，水圧及び応力（計測点 A,B,C,D,E,F）
の要素中心とした。なお，解析は実スケールとして，地盤はカクテルグラスモデル要素，
落とし戸及びシリコンゴムは線形平面要素でモデル化した。時間ステップは 0.0002 秒，解
析の安定性を確保するために微小レーレー減衰は α=0，β=0.05 とした。 

 物性値は以下の手順で設定した。まず，式（5.6）13) により実験で作成した地盤の相対密
度（Dr=50%）と有効上載圧 σ’v0 から土層中心の実地盤モデルにおいて同等となる N 値を求
めた。次に，求めた N 値によりせん断弾性係数を式（5.7）14) より求め，体積弾性係数はせ
ん断弾性係数とポアソン比から式（5.8）により算定した。さらにせん断抵抗角 φ，間隟率
n，履歴減衰の上限値 hmax については文献 15)を参考に砂質土における一般的な値を使用した。 
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ここに， 
  rD    ：相対密度（％） 

  0'vσ  ：実スケールにおける土層中心の有効上載圧（kN/m2） 

  N    ：土層中心における N 値 
  0mG  ：土層中心における初期せん断弾性係数（kN/m2） 

  v     ：ポアソン比 
  0mK  ：土層中心における初期体積弾性係数（kN/m2） 
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液状化特性を規定するパラメータ（液状化パラメータ）は上記で算定した N 値から文献
15)による手法（簡易設定法）により液状化強度曲線を求め，この液状化曲線を再現できるよ
うに設定した。地盤の透水係数は Creager による透水係数の推定式 16) を参考に，細砂であ
る 2.0×10-3(cm/sec)から，本実験では粘性流体を用いていないことを考慮して 50 倍の
1.0×10-1(cm/sec)とした。上記の手順で算定した地盤の主な解析パラメータを表 5.5 に示す。
また，今回の解析パラメータに対応した液状化強度曲線を図 5.16 に示す。なお，落とし戸
直下はシリコンゴムが沈下するように剛性を非常に小さくした部分を設け，その部分の左
右には x 方向拘束，y 方向自由の鉛直ローラーの境界を設けた。他の落とし戸部分について
は剛体とした。シリコンゴムについては，初期自重解析の際は落とし部で目標となる沈下
量が生じるように剛性を調整し，地震応答解析では剛体とした。ここで，目標とした落と
し戸の沈下量は，模型実験において落とし戸がほぼ最大沈下量（模型スケールで 9mm）近
くであったことを考慮して，模型スケールで 8mm（実スケールで 40cm）とした。 
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図 5.14 解析モデル図 

（括弧内の数値は模型スケールにおける値） 

 

 

 

 

図 5.15 解析メッシュ図（実スケール） 
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表 5.5 解析に使用した主なパラメータ 

 
 

 

 
図 5.16 液状化強度曲線 
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5. 4. 3 不同沈下の発生による地盤内応力の変化の再現 

 FLIP の解析では，まず，重力（本解析では遠心力）を徐々に作用させる初期自重解析を
実施し，初期状態を再現する。このとき，重力（本解析では遠心力）を作用させていない
真の初期段階では，粘着力を持たない砂地盤では拘束圧がなく，強度もゼロとなって，解
析が不安定化する。これを避けるため，有効拘束圧の下限値を与えて，自重解析を実施す
るという工夫がなされている。これは，本実験において 1G 場で安定した地盤を作成し，最
低限の強度を担保したうえで，遠心力を載荷していくというプロセスと似ている。 

 前章で述べたように，実験結果では計測点 B,C については，特に鉛直荷重において 2 ケ
ースの実験結果が大きく異なっている。この理由として，1G 場で作成した地盤の強度が若
干異なっていた可能性を考えた。そこで，有効拘束圧の下限値を変化させたパラメトリッ
クスタディを実施した。具体的には，各要素について，それより上部にある要素の質量密
度×要素上下幅の合計から想定される拘束圧に対し，係数 FAABB を掛けた値を有効拘束圧
の下限値として設定することとして，FAABB の値を 3 通り（0.0008，0.001，0.0012）に変
化させた解析を行った。 

 図  5.17 に地表面沈下量の実験結果と解析結果を示す。落とし戸の上部付近の計測点Ⅰ,

Ⅱにおいて，遠心加速度 50G における沈下量が実験結果と解析結果で同程度になる。しか
し，落とし戸から離れた計測点Ⅲ,Ⅳでは解析結果の方が 1/10 程度の小さい値となった。こ
の理由としては，体積弾性係数の拘束圧依存性を圧密試験結果などに基づいて適切に評価
することが出来ていないため，圧密沈下量の算定に誤差が出たものと考えられる。 

 図  5.18 は鉛直土圧の比較である。落とし戸中心の上に位置する計測点 A,D については，
実験結果をよく再現できている。計測点 B については，FAABB の違いにより，値が大きく
異なる結果となった。これは，1 回目と 2 回目の土圧の違いに相当しているものと考えられ
る。つまり，図 5.7 に示したようなアーチの状態（アーチ内部の応力など）が，初期の応
力状態や強度のわずかなばらつきで変化し，計測された土圧の違いになったものと思われ
る。実際に，地盤底面要素の位置について，FAABB が 0.0008，0.001 および 0.0012 のケー
スにおける，平均有効拘束圧の比較を図 5.19 に示す。アーチ構造の下端位置と推察される
位置を記入しているが，その平均有効拘束圧が異なっている。 

 図  5.20 は水平土圧の比較である。計測点 A,B で理論値よりも大きな値となること，計測
点 C,D は理論値より小さな値となることが再現できている。また，計測点 A や E で土圧の
値に実験値ほどではないもののばらつきが見られることから，アーチ構造の状態がわずか
な初期値の差で異なっていることが推察される。 
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図 5.17 遠心実験による計測結果と解析結果の比較（地表面沈下量） 
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凡例： 

 

 

図 5.18 遠心実験による計測結果と解析結果の比較（鉛直土圧） 
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図 5.19 地盤底面要素における平均有効拘束圧の比較 
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凡例： 

 

  

図 5.20 遠心実験による計測結果と解析結果の比較（水平土圧） 
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5. 4. 4 加振時の水圧上昇に関する再現解析 

 加振時の再現解析は，ケースごとに初期応力状態が異なるため，代表的な FAABB=0.001

の結果のみを示す。なお，加振時の水圧上昇に着目しているため，加振時間（模型スケー
ルで 0.2 秒）のみを対象とした。 

 図  5.21 に示すように，計測点 A,B,C の土圧（全応力相当）については，加振前半の再現
性が良い。しかし，後半では解析結果はほぼ一定の値に収束するのに対し，実験結果はば
らつきが大きく，整合していない。計測点 D,E,F については，初期応力の再現性がなかった
ため，加振時も実験と大きく異なる結果となっている。 

 図  5.22 に示す間隟水圧については，立ち上がりについては良い再現性を示している。し
かし，加振後半では，実験と解析で乖離が見られた。これは，水圧の上昇に伴う透水係数
の増加が解析では表現できていないためと考えられる。また，同一深度（計測点 A,B,C お
よび計測点 D,E,F）では加振前半での水圧の上昇が同程度である。すなわち，初期の応力状
態が異なるものの，水圧上昇はほぼ同じである。ただし，初期の応力状態が異なるため，
間隟水圧上昇により有効応力が失なわれて液状化現象が発生するタイミングは，地点ごと
に異なる可能性が考えられる。さらに，間隟水圧の上昇により地盤が軟化し，地盤内の応
力が再配分されるため，地盤内の実際の有効応力の値は単純に初期の応力状態のみで評価
できる訳ではないと考えられる。 

 図  5.23 に有効応力相当の土圧を示す。計測点 A,B で加振直後に土圧が低下している現象
は解析で再現できている。しかし，加振後半での土圧の上昇は再現できていない。これは，
前述のように水圧の上昇に伴う透水係数の増加が解析では表現できておらず，間隟水圧の
消散に伴う有効応力の回復が解析では適切に評価できていないためだと考えられる。 

 また，地点ごとの液状化の起こりやすさについては，上述のように加振後半の解析で得
られる最大過剰間隟水圧比などの妥当性は低いため，これを適切に評価することは難しい。
実験的には高精度の土圧・水圧の計測手法の確立，解析的には水圧の上昇に伴う透水係数
の増加を適切に評価する手法の確立が必要である。 
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凡例： 

 

図 5.21 遠心実験による計測結果と解析結果の比較（全応力） 
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凡例： 

図 5.22 遠心実験による計測結果と解析結果の比較（水圧） 
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凡例： 

 

図 5.23 遠心実験による計測結果と解析結果の比較（土圧） 
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5. 4. 5 不同沈下量の影響に関するパラメトリック解析 

上述のように，不同沈下の発生により，地盤内の応力に変化が生じることは実験的にも
解析的にも確認できた。そこで，どの程度の不同沈下量によりこのような地盤内の応力変
化が発生するかを評価するため，不同沈下量を変化させたパラメトリックスタディを実施
した。解析ケースは，落とし戸における沈下量として，実スケールで s=0cm，2cm，8cm，
11cm の４ケースを実施した。解析結果を図 5.24～図 5.27 に示す。図からわかるように，
不同沈下がない場合の土圧等は理論値と一致するのに対し 2cm といった非常に小さな不同
沈下量であっても，地盤内応力に大きな変化が生じている。さらに図 5.27 に示すように不
同沈下がない場合に比べて水圧は上昇し易くなる傾向を示すことがわかる。水圧上昇にお
いても非常に小さな沈下量（2cm）で水圧上昇が大きくなることが明瞭である。また，ある
程度の大きさ（図 5.25，図 5.26 では 8cm 以上）にまで不同沈下が進行すると，地盤内応力
の不均質性の程度は頭打ちになることがわかる。 
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凡例： 

 

  
図 5.24 不同沈下量ごとの遠心加速度増加に伴う地表面沈下量 
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凡例： 

図 5.25 不同沈下量ごとの遠心加速度増加に伴う鉛直土圧 

 

  

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50

鉛
直

土
圧
(k
N
/m

2 )

遠心加速度(G)

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50

鉛
直

土
圧
(k
N
/m

2 )
遠心加速度(G)

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50

鉛
直

土
圧
(k
N
/m

2 )

遠心加速度(G)

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50

鉛
直

土
圧
(k
N
/m

2 )

遠心加速度(G)

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50

鉛
直

土
圧
(k
N
/m

2 )

遠心加速度(G)

0

25

50

75

100

0 10 20 30 40 50

鉛
直

土
圧
(k
N
/m

2 )

遠心加速度(G)

計測点 A 計測点 B 

計測点 C 計測点 D 

計測点 E 計測点 F 

理論値(鉛直土圧)s=0cm s=2cm s=8cm s=11cm



第 5 章 不同沈下による埋立地盤内の状態変化に対する遠心模型実験と再現解析 

128 
 

 

凡例： 

 
図 5.26 不同沈下量ごとの遠心加速度増加に伴う水平土圧 
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凡例： 

図 5.27 不同沈下量ごとの加振に伴う水圧 
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5. 4. 6 解析結果のまとめ 

 以上のように，FEM 解析から以下のことがあきらかとなった。 

 

・落とし戸中心に位置する計測点 A,D では，不同沈下の進展に伴い鉛直土圧が小さくなる
ことについて，実験結果をよく再現できた。 

・水平土圧において，計測点 A,B で理論値よりも大きな値となっていること，計測点 C,D

では理論値より小さな値となっていることが再現できた。以上より解析でもアーチ構造
の発生による地盤内応力の変化が再現できたものと考えられる。 

・落とし戸端部上に位置する計測点 B では，初期条件（FAABB の値の設定）の違いにより
土圧の値が大きく異なる結果となった。これは，アーチ構造の状態が初期の応力状態や
強度のわずかなばらつきで変化するためと考えられる。これが，実験における 1 回目と 2

回目の計測結果が大きく異なる理由であると考えられる。 

・間隟水圧については，加振前半の水圧の立ち上がりについては実験結果をよく再現でき
た。しかし，加振後半では実験結果と乖離がみられた。これは，水圧の上昇に伴う透水
係数の増加が解析では表現できていないためであると考えられる。 

・上記の応力の変化は，微小な不同沈下でも発生する。 
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5. 5 まとめ 

 

本節では，埋立地の地盤状態の時間的変化の可能性とその時間的変化が液状化の発生に
及ぼす影響を遠心模型実験及び FEM 解析により検討した。検討の結果，以下のことが明ら
かとなった。 

 

・不同沈下により地盤内にアーチ構造が発生し，不同沈下部上の地盤では鉛直土圧が小さ
くなるなど地盤内応力が変化することが確認できた。この変化は，一般の埋め立て地盤
では，N 値の変化などに反映される可能性があり，その程度は+50 ～ ­50％程度になり得
る。 

・不同沈下により地盤内応力が不均質となった地盤においても，加振による水圧の上昇は，
同一深度の計測点で同程度であった。初期の応力状態が不均質であることを踏まえると，
過剰間隟水圧の上昇が及ぼす影響も不均質であると推測される。 

・不同沈下による地盤内応力の変化は，実地盤で数 cm の小さい沈下量でも発生する可能性
があることがわかった。これは粘性土地盤の圧密沈下のばらつきにより，埋立ての初期
の段階もしくは，圧密度が大きい場合の比較的小さな圧密沈下でも，地盤内応力の不均
質化が起こり得ることを示唆している。 

 

以上から，埋立地の液状化予測の高度化のためには，今後，埋立直後の地盤調査結果の
みを用いるのでなく，検討対象時点の地盤状態を念頭に置いた液状化予測を行っていくこ
と，圧密沈下等に伴う地盤の不均質性等が存在している可能性があるということ等の点を
検討していく必要がある。また，応力状態のばらつきが計測される N 値のばらつきにつな
がる可能性として示唆されたことから，点の情報としての N 値に代わる，あるいは N 値を
補完する面的な情報の取得が望まれる。 
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第6章 埋立地盤の性状把握への表面波探査の適用性 
 

6. 1 概要 

 

 従来の液状化予測法は，主にボーリングによる原位置試験や試料採取によって行われる
ことについて，第 2 章で記述した。また，液状化予測を基にした液状化対策は，人工地盤
全域（例えば，埋立地全域）を行うよりも，重要な範囲を重点的に対策していくことが経
済的に合理的であることを工場地域を例として 3.2 節で示した。さらに，人工地盤である埋
立地は，様々な要因で不同沈下が生じる可能性があり，その不同沈下によって地盤内応力
が局所的に変化し液状化強度や予測される N 値に影響を与える可能性があることを第 4 章
と第 5 章に示した。 

 以上から，液状化予測を高度化するためには，人工地盤内の液状化強度の分布を適切に
把握する手法が重要である。本章では，表面波探査によって地盤内のせん断波速度分布を
面的に得られる手法の適用性の検討を行った。さらに既往の液状化予測図を用いてせん断
波速度による液状化予測の妥当性の検討を行った。 
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6. 2 岸壁背後の埋立地盤に対する表面波探査の適用性 

 

6. 2. 1 概要 

第 1 章でも述べたように，地盤内部の物性値を把握する方法としてボーリングによる PS

検層や標準貫入試験があるが，これらの情報はあるポイントの深度方向の物性の分布とい
った 1 次元的なものである。そもそも，地盤物性にはばらつきがあることを考えると，地
盤物性の変化の有無を議論するためには，点の情報ではなく，ある程度広い範囲の面的な
物性値の分布を比較していく必要がある。 

最近では地盤のせん断波速度構造を，面的にかつ簡便に把握する方法として人工振源を
用いた表面波探査 1)が開発されている。既往の研究では，表面波探査は，ため池堤体の耐震
性評価 2)や高速道路盛土の健全度評価 3)，河川堤防のせん断波速度の把握 4)など，主に盛土
構造物に適用されている事例が多く見受けられる。しかし，岸壁などの港湾構造物に適用
された事例は極めて少ない。これは，盛土のような構造物は，表面波探査における水平成
層地盤の仮定とある程度は整合するのに対し，港湾構造物は水平成層地盤と見なし難い構
造物であるためである。例えば，既往の研究 5)では，角度 20 度以下の尾根形状や谷形状で
は地形の影響は少ないとの結果が得られているが，岸壁のような海底面と地表面の間に大
きな段差のある地表面形状については対象としていない。さらに，港湾構造物では，潮汐
による地下水位変動が激しく，矢板等の構造物の存在の影響も考えられるため，適用性の
有無が定かでない。 

そこで，本章では，埋立地盤への表面波探査の適用性を検討する。具体的には，矢板式
岸壁を対象に，表面波探査を模擬した数値解析と実測に基づいて，大きな段差形状，矢板
等の構造物の影響，潮汐による地下水位の変動の影響を検討した結果を示す。 

 

6. 2. 2 含水比の変化とせん断波速度の関係 

 潮位変動による地下水位の変化は，含水比の変化として地盤のせん断波速度に影響を与
えるものと考えられる。つまり，実際の埋立地盤に表面波探査を適用する場合，水位変動
によるせん断波速度の変化を定量的に把握しておく必要がある。そこで，まず含水比の変
化によるせん断波速度の変化を定量的に検討した。 

写真 6.1 に示すような小型コンテナに土試料を締固めて供試体を作製した。供試体作製
法は静的締固め法とし，3 層にわたり締固めた。本研究では，供試体内部に設置間隔 4cm，
深度 6cm に床に対して平行に設置したベンダーエレメント 6)により，土中のせん断波速度
を測定した。 

実験では写真 6.2 のような降雨装置を用いた。実験ケースを表 6.1 に示す。試料には豊
浦砂を用いた。降雨による含水比の変化は，浸透解析ソフト HYDRUS7)による各時刻の推定
結果を用いた。 

図 6.1 に含水比（推定値）とせん断波速度の関係をそれぞれ示す。図 6.1 に示すように，
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含水比とせん断波速度の関係は，Case-B と Case-C において，ほぼ同じ値を示している。
しかし，Case-A は，他のケースとは異なり，含水比が増加してもせん断波速度が急激に落
ちることなく緩やかに低下する結果となった。Case-A のみが他のケースとは違う挙動を見
せた要因としては，供試体内の水分布が不均質になった影響等が想定される。なお，含水
比の推定結果の妥当性については，予備実験により確認している。ただし，Case-A と他の
ケースにみられたような差異が含水箇所の分布の不均質によるものだとすると，含水比の
妥当性を厳密な意味で評価することは難しい。 

このように，含水比の変化により 10～40％程度のせん断波速度の変化が生じる。すなわ
ち，現場での計測では，潮汐による地下水位の変動によるせん断波速度の変動が存在し，
これを考慮しなければならないことがわかる。 

 

 

 
写真 6.1 実験用土槽 
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写真 6.2 降雨装置 

 

表 6.1 実験ケース 

Case No. 
降雨強度 
(mm/hr) 

間隟比 
目標含水比 

(%) 
Case-A 6.6 

0.787 14.25 Case-B 13.65 
Case-C 25.13 

 

 

図 6.1 含水比（推定値）とせん断波速度の関係 
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6. 2. 3 表面波探査を模擬した 2 次元 FEM 解析 

実際の港湾構造物への表面波探査の適用性を検討するため，2 次元の動的 FEM 解析によ
り表面波探査を模擬した解析を行った。解析対象は，図 6.2 に示す断面図の控え鋼矢板式
岸壁である。当岸壁は次節で示す実測の対象岸壁であり，現在までに，2001 年の芸予地震
や 2004 年の台風 18 号の波浪で被災している。被災後には修繕を行っているが，エプロン
部や荷さばき部の舗装修繕や岸壁上部工の目地補修などであり，タイロッド，控え矢板な
ど背後地盤内にある主要構造部材には手を付けていない。 

FEM 解析では解析コード FLIP8)を用いた。ただし，地震時の変形を求める解析ではない
ため，液状化の検討などで用いるマルチスプリング要素は用いず，地盤は弾性体でモデル
化している。 

 

6. 2. 3. 1 解析ケース 

矢板岸壁の背後地盤における表面波探査で考慮すべき点には，舗装の影響，矢板や上部
工などの構造物の影響，海底面と地表面の標高の違いによる段差の影響がある。そこで，
表 6.2 に示すようにコンクリート舗装のモデル化の有無，上部工および矢板のモデル化の
有無，地表面形状の組み合わせを考え，計 6 ケースについて 2 次元 FEM により表面波探査
の解析を試みた。 

 

表 6.2 解析ケース 

Case No. コンクリート舗装 上部工および矢板 地表面形状 

Case1 あり あり 岸壁による段差 

Case2 あり なし 岸壁による段差 

Case3 なし あり 岸壁による段差 

Case4 なし なし 岸壁による段差 

Case5 あり なし 平坦地盤 

Case6 なし なし 平坦地盤 
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6. 2. 3. 2 解析モデルおよび解析方法 

表面波探査を模擬した 2 次元 FEM 解析のモデルについては Case1 を例として図 6.2 に示
す。海面水位および残留水位は満潮時として H.W.L.+4.0m（C.D.L.+4.0m）とした。地盤，
上部工などの平面要素は弾性体として線形平面要素でモデル化し，鋼矢板については線形
はり要素でモデル化した。地盤の物性値は，後述する原位置におけるスウェーデン式サウ
ンディング試験結果から推定したせん断波速度 Vs を元に算定した。算定式を式（6.1）～（6.3）
に示す。ここで，ポアソン比と密度は一般的な値を使用している。解析物性値を表 6.3 と
表 6.4 に示す。なお，タイロッドについては，前面矢板と控え矢板を引張剛性のみをもつ
ばね要素で連結し，ばね定数を 660,000kN/m とした。 

 

                                                        (6.1) 

                                                   (6.2) 

                                                    (6.3) 

ここに， 

  G   ：せん断弾性係数(kN/m2) 
  ρ   ：密度(t/m3) 

  ν   ：ポアソン比 

  SV   ：せん断波速度（S 波速度）(m/s) 

  E   ：ヤング係数(kN/m2) 

  K   ：体積弾性係数(kN/m2) 
 

側方境界は，境界からの反射波などの影響を極力抑えるために解析領域を十分広く確保
することとして固定境界とした。底面境界も固定境界とした。また，矢板と地盤の接触条
件は結合条件とした。 

本章で想定した表面波探査（多チャンネル解析）では 1m 間隔の受振器の中間でカケヤに
よる打撃を行う。そこで，メッシュの幅は 0.5m 以下とした。カケヤによる打撃の模擬は，
1kN，半周期 0.1 秒の sin 半波形とし，鉛直下向きに作用させた。受振波形については，図 6.2

に示す受振器位置 25 箇所について，鉛直速度時刻歴を 1.024 秒抽出した。打撃位置は，各
受振器位置の 0.5m 海側として，計 25 回の打撃のシミュレーションを行い，その結果を用
いて CMP クロスコリレーション法により位相速度の計算準備を行い，分散曲線およびせん
断波速度分布を算定した 9)。なお，本検討に用いた手法に従い，以降，深度方向のせん断速
度分布の推定位置を CMP 位置と記載する。 

 2
SVG ⋅= ρ

 ( )ν+⋅= 12GE

 ( )
ν

ν
−

+⋅=
1

1GK
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表 6.3 解析用物性値（線形はり要素） 
 
 
 
 

 

 

 

表 6.4 解析用物性値（線形平面要素） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ρ G

(t/m3) (kN/m2)

前面矢板 鋼矢板Z32型 7.85 0.3 76,920,000

控え矢板　鋼矢板Ⅲ型 7.85 0.3 76,920,000

0.00055

0.00017

材料 ν
I

(m4)

Vs ρ G K E

(m/s) (t/m3) (kN/m2) (kN/m2) (kN/m2)

埋立土上部(水面上) 120 1.8 0.33 25,920 51,453 68,947

埋立土上部 120 2.0 0.33 28,800 57,170 76,608

埋立土下部 130 2.0 0.33 33,800 67,096 89,908

盛砂 130 2.0 0.33 33,800 67,096 89,908

前面捨石 300 2.0 0.33 180,000 357,313 478,800

置換砂 160 2.0 0.33 51,200 101,636 136,192

原地盤 160 2.0 0.33 51,200 101,636 136,192

コンクリート舗装 － 2.3 0.20 － － 22,000,000

上部工 － 2.3 0.20 － － 22,000,000

ν材料
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6. 2. 3. 3 解析結果 

波形分布図の一例として，Case1 の起振点 11.5m について図 6.3 に示す。図 6.3 より，表
面波が起振点から周辺の受振点に波形が伝達しているのがわかる。次に，全ての波形の中
からトレースの中間点が等しい（CMP）組み合わせを抜き出し，そのクロスコリレーショ
ンを計算する。そして，各 CMP 位置に対し周波数に応じた位相速度を計算し分散曲線を求
める。CMP 位置:0m，4m，8m，12m，16m，20m における分散曲線を図 6.4 に示す。また，
分散曲線からインバーションにより求めたせん断波速度分布についても，図 6.5 に示す。
なお，インバーションにおける初期地盤構成は均質地盤を仮定した。 

まず，解析の適用性について，Case6 の結果を用いて考察する。Case6 ではコンクリート
舗装をモデル化していないため，地盤モデルのせん断波速度は，Vs=120～130m/sec である。
Case6 の分散曲線から位相速度を読み取ると Vs=110～120m/sec の範囲内にあり，せん断波
速度の 91%程度である。均質な地盤における表面波の位相速度は，せん断波速度の 91%程
度になると理論的に示されており 10)，これと整合する結果である。また，せん断波速度の
分布も与条件のせん断波速度と同程度である。よって，解析で表面波探査を再現できてお
り，また，解析結果に一定の精度があることが確認できた。 

図 6.4 に示す分散曲線では，コンクリート舗装をモデル化した Case1, 2, 5 において，岸壁
に近いほど，高周波数帯で位相速度が速くなる右肩上がりの曲線形状となっている。この
傾向は，CMP 位置 12m まで明確に確認できる。コンクリート舗装が CMP 位置 12m までで
あることから，この分散曲線の違いはコンクリート舗装の影響であると考えられる。また，
図 6.5 に示すせん断波速度の分布についても，Case1, 2, 5 では 2 倍程度のばらつきがあり，
大きなせん断波速度が得られる結果となった。しかし，コンクリート舗装厚は 50cm である
が，せん断波速度が増加している範囲は深い位置まで及んでいる。 

上部工および矢板の影響については，Case3, 4 の分散曲線およびせん断波速度の分布にお
いて，ほぼ同様な結果であることから，影響は小さいと考えられる。 

海底面と地表面の段差の影響については，Case4, 6 を比較することになる。しかし，分散
曲線およびせん断波速度の分布においてほぼ同様な結果であり，影響は小さいと考えられ
る。これは，岸壁では陸側のみの計測であり，既往の研究 5)のように地表面形状変化部（尾
根または谷形状）をまたがって計測している状態ではないことが理由の一つである。 

以上から，表面波探査を模擬した 2 次元 FEM 解析の結果は以下の様にまとめられる。 

・岸壁エプロン部に施されているコンクリート舗装により，舗装以深の地盤のせん断波速
度が 2 倍程度過大に評価される。 

・海底面と地表面の標高の違いによる段差がせん断波速度分布に及ぼす影響は小さい。 

・矢板や上部工などの岸壁を構成する地盤以外の構造物がせん断波速度分布に及ぼす影響
は小さい。 
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図 6.3 表面波の波形図（case1，起振点 11.5m） 
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図 6.4 CMP 位置における各 Case の分散曲線比較図 
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図 6.5 分散曲線のインバージョンより求めた 

CMP 位置における各 Case のせん断波速度分布図 
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6. 2. 4 表面波探査の実測による検証 

 2 次元 FEM 解析により，コンクリート舗装によりせん断波速度が過大に評価されるとい
う留意点はあるものの，港湾構造物に対しても表面波探査が適用可能であることが確認で
きた。そこで，実際に表面波探査の計測を行い，適用性を検証した結果を以下に示す。 

 

6. 2. 4. 1 計測方法 

表面波探査の測定法について，文献 11)に基づき示す。本検討で実施した測定法は，図 6.6

に示すようなカケヤ打撃によるインパルス振源と多数の受信器を直線状に並べて同時に受
信する多チャンネル表面波計測法である。図 6.7 には測定ならびに解析手順を示す。位相
速度計算の準備では，CMP クロスコリレーション法を採用した。計測範囲を図 6.8 に，測
線位置を図 6.9 に示す。各測線は，岸壁の上部工およびエプロンの目地部を避けて，岸壁
法線から 2.3m の位置から陸側にむけて設定している。 

計測は，図 6.9 に示すとおり 3 測線で実施した。各測線での測線長は，23m（24ch の 1m

間隔）とした。起振はカケヤを使用し，起振間隔は 1m とした。受振は 0.01 秒間隔でサン
プル数 1,024 個であり，1.024 秒のデータが得られる。なお，今回の測線長では，信頼性が
ある結果が得られる深度は概ね 10m 程度であるといわれている。 

測線 A については，潮位変動によるせん断波速度の違いを得るために，満潮時と干潮時
で計測を実施した。ここで，計測中の満潮時の海面水位は C.D.L.+3.70m～C.D.L.+3.75m，干
潮時の潮位は C.D.L.+0.95m である。計測ケースを表 6.5 に，計測状況を写真 6.3～写真 6.6

に示す。計測には応用地質株式会社製の McSEIS-SXW9)を用いた。 
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図 6.6 表面波探査測定概念図 11) 

 

 

図 6.7 測定ならびに解析手順11) 
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図 6.8 岸壁の概略断面図および計測範囲 

 

 

図 6.9 調査箇所および測線位置 12) 
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写真 6.3 測線全景 写真 6.4 カケヤによる起振状況 

 

 

 
写真 6.5 受振器設置状況 写真 6.6 計測機器 

 

 

表 6.5 計測ケース 

ケース名 計測開始潮位 計測終了潮位 

測線 A-干潮時 C.D.L.+0.95 C.D.L.+0.95 

測線 A-満潮時 C.D.L.+3.70 C.D.L.+3.75 

測線 B-干潮時 C.D.L.+1.55 C.D.L.+1.48 

測線 C-干潮時 C.D.L.+1.30 C.D.L.+1.20 
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6. 2. 4. 2 調査結果 

波形分布図の一例として，測線 A-満潮時の起振点 11.5m について図 6.10 に示す。起振点
から周辺の受振点に波形が伝達しているのがわかる。 

次に，前章の FEM 解析による方法と同様に，各 CMP 位置に対し周波数に応じた位相速
度を計算し分散曲線を求めた。干潮時に計測した測線 A,B,C について，CMP 位置が 0m，4m，
8m，12m，16m，20m の分散曲線を図 6.11 に示す。岸壁に近いコンクリート舗装上の分散
曲線（0m，4m）はばらつきが大きいものの，岸壁法線から離れるにしたがって，各測線の
分散曲線は同様の結果となることがわかる。 

次に，各測線の分散曲線により求めたせん断波速度分布図を図 6.12 に示す。岸壁に近い
位置はせん断波速度のばらつきが大きい。岸壁から離れるにしたがい測線 A,B のせん断波
速度は小さくなるが，測線 C については逆の傾向を示しており，岸壁に近い位置での測線
A,B のせん断波速度は測線 C と比べ小さくなっている。この理由としては，測線 C のみコ
ンクリート舗装が 2008 年に再構築されており，コンクリート舗装の剛性が他の測線と異な
っていたからであると思われる。なお，測線 A-干潮時における CMP 位置 0m 位置における
分散曲線の精度は低く，CMP 位置 0m におけるせん断波速度分布が得られなかった。 

さらに，当該岸壁で実施されたスウェーデン式サウンディング試験結果から換算した深
度 4m から深度 10m 間のせん断波速度を図 6.12 のせん断波速度分布に重ねて示す。なお，
このスウェーデン式サウンディング試験は，表層の舗装や埋立土中の岩の影響を避けるた
め，深度 4m まで掘削した状態で実施されており，拘束圧は表面波探査実施時より 80kPa ほ
ど小さいときの値である。せん断波速度の換算は式（6.4）～（6.6）に示す方法で行った。
また，80kPa の拘束圧の増加分を補正した結果を図中に破線で示している。 

 

                                        (6.4) 

                                                      (6.5) 

                                                (6.6) 

ここに， 

  SWW  ：荷重(kN) 

  SWN  ：半回転数(回/m) 

  N    ：標準貫入試験値(回) 

 SWSW NWN 067.0002.0 +=

 33.081NVS =

 25.0
'' 







⋅=

m

m
SS VV

σ
σ
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  SV    ：せん断波速度(m/s) 

  SV '   ：拘束圧換算後のせん断波速度(m/s) 

  mσ   ：SW 試験時の有効拘束圧(kN/m2) 

  m'σ   ：地表面からの有効拘束圧(kN/m2) 

 

表面波探査より得られたせん断波速度の結果は原位置試験結果と同程度である。特にス
ウェーデン式サウンディング試験位置に近い測線 C の CMP 位置 0m，4m のせん断波速度の
分布とほぼ一致している。このことから，2 次元 FEM 解析では表層のコンクリート舗装に
よりせん断波速度が 2 倍程度過大評価されるような悪影響が生じる結果となったが，実測
では，それほどの悪影響はなかったと考えられる。この理由には，実際のコンクリート舗
装と下層地盤の接触状況が，解析モデルで想定した完全密着の状況と異なっていた可能性
がある。 

 次に，図 6.13 および図 6.14 に，測線 A について干潮時と満潮時の分散曲線，せん断波
速度の分布を比較した結果を示す。干満差は，表 6.5 に示すように，干潮時標高 C.D.L+0.95

（深度 4.05m），満潮時標高 C.D.L.+3.75m（深度 1.25m）である。岸壁法線近くの分散曲線
は凹凸が激しく精度が低いと考えられるが，全般的に位相速度は概ねほぼ同程度の値を示
している。ただし，CMP 位置 20m を除くと低周波側で満潮時の位相速度が干潮時の値より
も小さくなる傾向を示している。この違いに対応して，せん断波速度分布においては，岸
壁から離れた範囲の深度約 4m 以深で，満潮時のせん断波速度がやや小さくなる。また，満
潮時には深度 4m 当たりで局所的にせん断波速度が小さくなっており，これが干潮時の水位
とほぼ一致する。つまり，表面波探査の実測によって，水位上昇時の有効拘束圧の低下に
よるせん断波速度の低下（深度 4m 以深）と干潮帯での水位上昇（含水比上昇）によるせん
断波速度の低下を検出できたと考えられる。このように，複数の異なる時点におけるせん
断波速度を表面波探査により計測しておけば，相対比較によりせん断波速度の変化を伴う
地盤の状態変化を検出することが出来る。 
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図 6.10 表面波の波形図（測線 A-満潮時，起振点 11.5m） 
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図 6.11 CMP 位置における各測線における分散曲線比較図（各測線の比較） 
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図 6.12 分散曲線のインバージョンより求めた CMP 位置における 

各測線のせん断波分布図（各測線の比較） 
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図 6.13 CMP 位置における各測線における分散曲線比較図（干潮と満潮の比較） 
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図 6.14 分散曲線のインバージョンより求めた CMP 位置における 

各測線のせん断波速度分布図（干潮と満潮の比較） 
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6. 2. 5 まとめ 

 矢板式岸壁の背後地盤を対象に，表面波探査を模擬した数値解析と実測により表面波探
査の適用性を確認することが出来た。得られた結果を以下にまとめる。 

 

・含水比の変化により 10～40％程度のせん断波速度の変化が生じることを実験により確認
した。そして，実地盤の計測で，潮汐による地下水位の変動によるせん断波速度の変動
に伴うせん断波速度の変化も検出できた。 

・矢板式岸壁の背後地盤を対象に表面波探査を模擬した解析を行った結果，エプロン部の
コンクリート舗装の影響によって舗装以深の地盤のせん断波速度が過大に評価された。
実地盤の計測では模擬解析のような大きな影響は見られなかったが，ある程度は舗装の
影響が存在していると考えられる。矢板や上部工，地表面と海底面の段差の存在が，せ
ん断波速度分布の計測結果に及ぼす影響は小さいことがわかった。 

・実地盤の表面波探査によるせん断波速度分布の計測結果は，舗装の影響があると考えら
れるが，スウェーデン式サウンディング試験結果から推定されるせん断波速度分布と概
ね整合した。このことから，埋立地盤の性状評価において表面波探査は一定の適用性を
有していると考えられる。 
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6. 3 表面波探査を用いた液状化予測の妥当性 

6. 3. 1 概要 
 せん断波速度に対する液状化強度の関係は 2.3.6 節で示したように明らかになっている 13)。
また，広島県では平成 25 年 10 月に地震被害想定として，各想定地震による震度分布や液
状化危険度マップを公表している 14)。本節では，実地盤における表面波探査を行い，得ら
れたせん断波速度から液状化予測を行い，液状化危険度マップと比較することで，表面波
探査を用いた液状化予測の妥当性を検討した。 

 

6. 3. 2 埋立地における表面波探査 
6. 3. 2. 1 計測方法 
 実施した埋立地は，広島県広島市西区商工センターとした（図 6.15）。当該地域は，広島
市の西部開発事業の一環として実施された臨海部埋立事業で，昭和 41 年から昭和 57 年ま
での 17 年間で約 328ha が埋立てにより土地が造成された場所である 15)。また，計測した地
点は，あらかじめ図 6.16 に示す測線で標高を求め，不同沈下していると推測される中で最
も標高が低い地点を選定した。その理由として，第 4 章と第 5 章で実施した結果から，地
盤内の状態変化が最も進展していると想定されるためである。ここで，標高データの抽出
には，国土地理院の高精度な数値標高データ（基盤地図情報）16)を使用した。標高データの
抽出結果と計測範囲の関係を図 6.17 に示す。 

 

 
図 6.15 計測箇所 12) 

 
  

計測箇所
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図 6.16 標高調査測線と計測箇所（拡大図） 

 
 

図 6.17 標高データと計測箇所 
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表面波探査の測定法について，6.2.4 節で示した方法と同じとし，カケヤ打撃によるイン
パルス振源と多数の受信器を直線状に並べて同時に受信する多チャンネル表面波計測法で
ある。位相速度計算の準備では，CMP クロスコリレーション法を採用した。 

計測は，調査深度を大きくするために測線長は，46m（24ch の 2m 間隔）とした。起振は
カケヤを使用し，起振間隔は 2m とした。受振は 0.01 秒間隔でサンプル数 1,024 個であり，
1.024 秒のデータが得られる。なお，今回の測線長では，信頼性がある結果が得られる深度
は概ね 20m 程度であるといわれている。計測状況を写真 6.7～写真 6.10 に示す。 

 

  
写真 6.7 計測準備状況 写真 6.8 計測線設置完了全景 

 

  

写真 6.9 カケヤによる起振状況 写真 6.10 計測結果解析状況 
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6. 3. 2. 2 計測結果 
計測結果として，分算曲線を図 6.18 に示す。一般的には土層は深度が大きいほど地盤の

剛性が大きくなるので分散曲線は右肩下がりの形状となるが，今回の調査結果では，その
ような傾向は見られなかった。これは，地表面に土より剛性が大きいアスファルト舗装が
施されていることが原因と考えられる。これは，図 6.19 に示すせん断波速度分布で地表面
のせん断波速度が地中部より地表面の方が大きいことからもわかる。 

図 6.19 のせん断波速度分布では，図の左側におおよその標高と土層名を，図 6.17 およ
び当該箇所近辺の埋め立て前のボーリング柱状図（図 6.20）17)を参考に付記した。埋立土
のせん断波速度は，アスファルト舗装である表層部を除けば，Vs=180～220m/sec であった。
6.2 節の解析における結果から，アスファルト舗装の影響でせん断波速度が若干過大評価に
なっている可能性が考えられる。 

 

 
図 6.18 分散曲線 

 
  

600.0

500.0

400.0

300.0

200.0

100.0

 0.0

位
相

速
度

 (
m

/s)

 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

周波数 ( Hz)

分散曲線 :  



第 6 章 埋立地盤の性状把握への表面波探査の適用性 

162 
 

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

 5.0

-0.0

-5.0
(m)

深

度

 0.0  5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0
(m)

距 離 程

表面波探査解析結果

(m/sec)

S波速度

40.00
50.00
60.00
70.00
80.00
90.00
100.00
110.00
120.00
130.00
140.00
150.00
160.00
180.00
200.00
220.00
240.00
260.00
280.00
300.00
330.00
360.00
400.00
450.00
500.00

 縮 尺＝1/217 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 6.19 せん断波速度分布 
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図 6.20 計測地点近傍の埋め立て前の土質柱状図（文献 17)に加筆） 
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6. 3. 3 表面波探査による液状化予測の妥当性 
6. 3. 3. 1 広島県の各地震に対する液状化予測図の整理 
 表面波探査を実施した広島県広島市西区商工センターの位置において，広島県地震被害
想定調査報告書 14)で予測されている各震源モデルにおける震度と液状化指数 PL 値との関係
を表 6.6 に示す。また，最大加速度は，既往の資料 18), 19)を参考（表 6.7）に求めて，表 6.6

に追記した。また，震度と液状化指数 PL 値との関係を図 6.21 に示す。ここで，液状化指
数 PL 値は，5＜PL≦15 になると液状化の危険度が高くなり，15＜PL≦30 は液状化の危険
度がかなり高く，PL＜30 は液状化の危険度が極めて高いとされている 14)。なお，震度を最
大加速度に換算することは一般には困難であり，最大加速度はあくまで表 6.7 に示した既
往の研究資料に基づく推定値である。 

 
表 6.6 広島県地震被害予測（文献 14)に最大加速度を追記） 

 
  

震度階級 液状化指数PL値

南海トラフ巨大地震（基本ケース） 5弱 40 ～ 110 5＜PL≦15

南海トラフ巨大地震（陸側ケース） 5強 240 ～ 520 30＜PL

南海トラフ巨大地震（東側ケース） 5弱 110 ～ 240 5＜PL≦15

南海トラフ巨大地震（西側ケース） 5弱 110 ～ 240 15＜PL≦30

南海トラフ巨大地震（経験的手法） 5強 240 ～ 520 15＜PL≦30

南海トラフ巨大地震（重ね合わせ） 5強 240 ～ 520 30＜PL

安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震（南から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震（東から破壊） 4 40 ～ 110 PL=0

讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震（西から破壊） 5弱 110 ～ 240 0＜PL≦5

石鎚山脈北縁の地震（東から破壊） 4 40 ～ 110 PL=0

石鎚山脈北縁の地震（西から破壊） 4 40 ～ 110 PL=0

石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震（東から破壊） 5弱 110 ～ 240 0＜PL≦5

石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震（西から破壊） 5弱 110 ～ 240 0＜PL≦5

五日市断層の地震（南から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

五日市断層の地震（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

己斐－広島西縁断層帯の地震（M6.5）（南から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

己斐－広島西縁断層帯の地震（M6.5）（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

岩国断層帯の地震（東から破壊） 5強 240 ～ 520 15＜PL≦30

岩国断層帯の地震（西から破壊） 5強 240 ～ 520 15＜PL≦30

安芸灘断層群（主部）の地震（南から破壊） 5弱 110 ～ 240 5＜PL≦15

安芸灘断層群（主部）の地震（北から破壊） 5弱 110 ～ 240 5＜PL≦15

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）の地震（南から破壊） 5強 240 ～ 520 30＜PL

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）の地震（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 30＜PL

長者ヶ原断層－芳井断層の地震（東から破壊） 4 40 ～ 110 PL=0

長者ヶ原断層－芳井断層の地震（西から破壊） 4 40 ～ 110 PL=0

広島市西区商工センターにおける予測結果
震源モデル

最大加速度(Gal)
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表 6.7 震度と最大加速度の関係 18), 19) 

 
 

 

図 6.21 広島県地震被害予測における震度階級と液状化指数 PL の関係 

 
 
6. 3. 3. 2 広島県の液状化予測と表面波探査結果の比較 
 表面波探査で得られたせん断波速度と，広島県地震被害想定調査報告書 14)で予測されて
いる震度階級から表 6.7 に基づいて推定した最大加速度を用いて液状化予測を行った。液
状化予測手法は，広島県地震被害想定調査報告書と同様に FL 法から PL 値を算定した。こ
こで，液状化予測に使用した条件として，地下水位は広島の平均潮位を参考に標高 0m とし
た。また，埋立土の単位体積重量は港湾基準 20)に砂質土の一般値として記載されている湿
潤単位体積重量 18kN/m3，飽和単位体積重量 20kN/m3 とした。細粒分含有率は文献 21)によ
り，埋立土の値として Fc=14%とした。震度については，表 6.6 で示した最大加速度を重力
加速度 980Gal で除した値とした。N 値については，図 6.19 の中央部におけるせん断波速度
の深度方向の分布から文献 22)より式（6.7）で求めた。さらに FL 法で用いる地震動特性 cw

は，南海トラフ地震はプレート境界型のタイプⅠとし（なお，cw=0.8 とする 14)），その他の
地震は内陸直下型の地震としてタイプⅡとした 14)。条件一覧を表 6.8 に示す。 

震度階級 最大加速度（Gal）
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液状化予測の結果を表 6.9 に示す。また，震度階級と PL 値との関係を図 6.22 に示す。
図 6.21 と図 6.22 を比較した場合，最大加速度の推定値に幅があるため，図 6.22 にばらつ
きが目立つ。また，表面波探査で得られたせん断波速度が舗装の影響で過大評価となって
いるためか，図 6.22 の PL 値の方が図 6.21 より小さい。これらの違いについては，図 6.21

の基になる液状化予測図が安全側の設定であった可能性もあり，今後，より詳細な検討が
必要である。しかし，表面波探査により PL 値の推定が実施可能であったことは，舗装の影
響に関する何らかの補正係数を今後導入することにより，埋立地盤の面的な液状化予測に
表面波探査が適用可能であることを示唆しているといえる。 

 

3/180NVS =                                                      (6.7) 

ここに， 

SV ：砂質土におけるせん断波速度（m/s） 

N ：標準貫入試験値 
 
 

表 6.8 液状化予測に用いる主な条件 

 
  

せん断波速度

上端 下端 Vs(m/s)

2.5 1.5 0.5 258.3 33.7

1.5 0.5 1.5 260.0 34.3

0.5 0.0 2.25 260.0 34.3

0.0 -0.5 2.75 203.6 16.5 ○

-0.5 -1.5 3.5 212.1 18.6 ○

-1.5 -2.5 4.5 209.6 18.0 ○

-2.5 -3.5 5.5 207.0 17.3 ○

-3.5 -4.5 6.5 206.1 17.1 ○

-4.5 -5.5 7.5 199.2 15.4 ○

-5.5 -6.3 8.4 187.5 12.9 ○

20

単位体積

重量(kN/m3)

地下水位上

標高T.P.(m) N値
(算定値)

液状化
予測対象

層中心
深度(m)

18
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表 6.9 液状化予測結果 

 

 
図 6.22 表面波探査結果を用いた液状化予測結果 

 

広島市西区商工センターにおける予測結果

南海トラフ巨大地震（基本ケース） 5弱 40 ～ 110 0.04 ～ 0.11

南海トラフ巨大地震（陸側ケース） 5強 240 ～ 520 0.24 ～ 0.53 2.1 ～ 18.4

南海トラフ巨大地震（東側ケース） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24 0.0 ～ 2.1

南海トラフ巨大地震（西側ケース） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24 0.0 ～ 2.1

南海トラフ巨大地震（経験的手法） 5強 240 ～ 520 0.24 ～ 0.53 2.1 ～ 18.4

南海トラフ巨大地震（重ね合わせ） 5強 240 ～ 520 0.24 ～ 0.53 2.1 ～ 18.4

安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震（南から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震（東から破壊） 4 40 ～ 110 0.04 ～ 0.11

讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震（西から破壊） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24

石鎚山脈北縁の地震（東から破壊） 4 40 ～ 110 0.04 ～ 0.11

石鎚山脈北縁の地震（西から破壊） 4 40 ～ 110 0.04 ～ 0.11

石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震（東から破壊） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24

石鎚山脈北縁西部－伊予灘の地震（西から破壊） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24

五日市断層の地震（南から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

五日市断層の地震（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

己斐－広島西縁断層帯の地震（M6.5）（南から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

己斐－広島西縁断層帯の地震（M6.5）（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

岩国断層帯の地震（東から破壊） 5強 240 ～ 520 0.24 ～ 0.53 0.0 ～ 7.0

岩国断層帯の地震（西から破壊） 5強 240 ～ 520 0.24 ～ 0.53 0.0 ～ 7.0

安芸灘断層群（主部）の地震（南から破壊） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24

安芸灘断層群（主部）の地震（北から破壊） 5弱 110 ～ 240 0.11 ～ 0.24

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）の地震（南から破壊） 5強 240 ～ 520 0.24 ～ 0.53 0.0 ～ 7.0

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）の地震（北から破壊） 6弱 520 ～ 830 0.53 ～ 0.85 7.0 ～ 15.4

長者ヶ原断層－芳井断層の地震（東から破壊） 4 40 ～ 110 0.04 ～ 0.11

長者ヶ原断層－芳井断層の地震（西から破壊） 4 40 ～ 110 0.04 ～ 0.11
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6. 4 まとめ 
 本章では，矢板式岸壁の背後地盤でエプロンや上部工などの構造物がある状態において，
表面波探査の模擬解析および実際の計測を行った。エプロン部のコンクリート舗装の影響
が見られたものの，地表面と海底面との段差の影響は小さく，また，既往の土質調査結果
と良い整合性が得られた。これらより，矢板式岸壁の背後地盤に対しても表面波探査を用
いた地盤状態の調査の適用性は高いと考えられる。 

 また，表面波探査から得られたせん断波速度を液状化予測に使用することの妥当性を検
討した。既往の液状化予測が得られている実地盤の埋立地で表面波探査を行い結果を比較
したところ，舗装の影響からか，推定 PL 値に差が見られた。この点は今後の課題ではある
が，舗装の影響について適切な補正係数等を導入することで，表面波探査は面的な液状化
予測のツールの一つになり得ると考えられる。 
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第7章 結論 
 

 本研究では，埋立地盤における液状化予測と実際の液状化被害を踏まえ，液状化予測の
高度化を図るために，埋立地盤内の状態変化に対する液状化への影響，および地盤調査に
おいて，地盤内の状態変化を面的に捉えることが出来る表面波探査の適用性・妥当性の検
討を行った。以下に，各章のまとめを示す。 

 

第 1 章では，本研究の背景と目的，および本論文の構成を述べた。 

 

 第 2 章では，過去の液状化被害のレビューと既往の液状化予測，および地盤調査手法に
ついて述べた。 

液状化予測手法は，過去の地震被害を教訓に改良を重ね現在に到っており，その手法は
高度化されているが，考案された時点から，液状化予測に用いるデータはボーリングから
得られる原位置試験結果（N値，PS検層）や土質試料の室内試験結果といった点情報を使用
していることは変わっていない。つまり，地盤調査手法は，地盤内を深度方向の1次元的に
把握するものと，2次元的に把握できるものと大別できるが，実務の設計で使用されている
ものの多くは，1次元に地盤内を把握する調査手法である。 

 

第 3 章では，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震の事例分析として，関東
地方沿岸部の埋立地に位置する工場を対象に，工場敷地内の液状化が経済的被害に及ぼす
影響の分析結果を述べた。また，千葉県浦安市を対象に液状化の発生と地盤特性の差異の
関係についての調査分析結果を示した。その結果，液状化をした場合の方が工場の経済的
損失が大きくなることが定量的に確認されたが，費用対効果を考えると，多くの場合にお
いては，重要な範囲を選定して液状化対策をしていくことが必要であることもわかった。
また，液状化被害の程度は，浚渫砂質土層厚や沖積粘性土層厚が厚い方が大きくなること
が明らかになった。 

 

第 4 章では，粘性土地盤上に埋立地盤を造成した場合に，粘性土地盤の不同沈下により
発生する埋立地盤の状態変化に着目した。まずは，FEM 解析により不同沈下を模擬し，不
同沈下による地盤の状態変化，および液状化の発生への影響について解析的検討を行った
結果を示した。 

不同沈下した際の地盤内応力として，沈下量が大きい位置の底面近傍で有効拘束圧 σ’m0

が低下し，沈下量が小さい位置の底面近傍では，有効拘束圧 σ’m0 は増加した。これは，不
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同沈下により，沈下箇所周辺にアーチが形成されたことを意味している。また，初期せん
断応力比 τmax0/σ’m0 は，沈下量が大きい位置の地表面部と，沈下量が大きい位置と小さい位
置の中間部で増加した。さらに，沈下量が増加するほど，地盤内応力の変化も大きくなっ
た。 

不同沈下した状態において，地盤を加振させた場合，沈下量が大きい位置と小さい位置
の中間部で過剰間隟水圧比の上昇が早くなった。また，その位置は，τmax0/σ’m0 が他より大
きくなる範囲であった。つまり，不同沈下による地盤状態の変化が，液状化の発生に影響
を及ぼすことを解析的に確認した。 

 

 第 5 章では，まず，遠心力場で地盤の不同沈下を模擬した土層実験を行い，地盤内にお
ける応力変化の有無と，応力状態の変化が地震時の液状化の発生に及ぼす影響を検討した。
また，FEM 解析により実験結果を再現し，実験結果の妥当性を検証した。 

検討の結果，不同沈下により地盤内にアーチ構造が発生し，不同沈下部上の地盤では鉛
直土圧が小さくなるなど地盤内応力が変化することが確認できた。この変化は，一般の埋
め立て地盤では，N 値の変化などに反映される可能性があり，その程度は+50 ～ -50％程度
になり得ることがわかった。また，不同沈下により地盤内応力が不均質となった地盤にお
いても，加振による水圧の上昇は，同一深度の計測点で同程度であった。初期の応力状態
が不均質であることを踏まえると，過剰間隟水圧の上昇が及ぼす影響も不均質であると推
測された。さらに，不同沈下による地盤内応力の変化は，実地盤で数 cm の小さい沈下量で
も発生する可能性があることがわかった。これは粘性土地盤の圧密沈下のばらつきにより，
埋立ての初期の段階もしくは，圧密度が大きい場合の比較的小さな圧密沈下でも，地盤内
応力の不均質化が起こり得ることを示唆している。 

つまり，第 3 章で，液状化被害の場所による差異があった理由の一つとして，不同沈下
による地盤状態の変化が影響している可能性が模型実験及び数値解析により確認された。 

 

第 6 章では，表面波探査によって地盤内のせん断波速度分布を面的に得る手法の適用性
を検討した。矢板式岸壁背後の埋立地盤において，エプロン部のコンクリート舗装の影響
が見られたものの，地表面と海底面との段差の存在が計測結果に及ぼす影響は小さく，せ
ん断波速度の推定結果は，既往の土質調査結果と良い整合性が得られた。これらより，矢
板式岸壁背後の埋立地盤に対しても表面波探査を用いた地盤状態の把握が可能であると考
えられる。また，表面波探査から得られたせん断波速度を液状化予測に使用する場合の妥
当性を検討した。表面波探査結果には舗装の影響がみられたと思われるが，補正係数等を
用いることで，表面波探査手法が液状化予測の有効なツールとなり得ることを示した。 

 

 第 7 章の結論では，前章まで得られた知見を要約し，本研究の成果を示した。本研究の
成果の意義について以下に記述する。 
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 地盤の液状化予測を行うための地盤情報は，ボーリング等の点情報としてのデータを用
いることが多いが，地盤の状態は時間経過とともに変化する可能性があり，また，空間的
にもばらつきを有している。このようなばらつきが生じる原因として，埋立土直下の粘性
土層の沈下が影響している可能性を示した。また，空間的にばらつきを有する地盤に対し
て，実務的に地盤情報を面的に把握する手法として，表面波探査が一定の適用性を有して
いることを確認した。この成果は，液状化予測の高度化を図り，液状化の危険度マップを
より精度の良いものにしていく上で有用な知見である。 

 

今後の課題として，本研究では，埋立地盤下の粘性土地盤の不同沈下を模擬した解析及
び実験を行っているが，今回は粘性土地盤の物性値や層厚のばらつきなどを直接模擬した
不同沈下のモデル化を行っていない。このような実地盤の状態を忠実に反映させた場合，
不同沈下の状態はさらに複雑になることが想定され，それに伴う地盤内応力も複雑になる
ことが想定される。このことから，今後は粘性土地盤と上層の埋立地盤を一体としたモデ
ルによる検討が課題である。 

また，地盤状態を面的に把握する手法として表面波探査の適用性を検討したが，地表面
の舗装の影響が見られた。コンクリートやアスファルト等の舗装の影響など，様々な調査
状況で検討を行い，表面波探査の調査技術の向上を図ることが望まれる。 
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Appendix 
 

 FLIP は有効応力法に基づく地震応答解析プログラムであり，過剰間隟水圧の発生モデル
として，図-A に示す井合モデルⅰ)を採用している。 

 

 

 

図-A 過剰間隟水圧モデルの概念図 

 

 

１．マルチスプリングモデルの過剰間隟水圧モデル 

(a) 液状化フロントパラメータ S0 と状態変数 S 

 液状化の進行程度を表す液状化フロントパラメータ S0 は，正規化したせん断仕事 w の関
数として，次式により与えられる。 

 

 

                                      (1) 

 

ここに，w は次式で与えられる。 

 

                                      (2) 

 

上式で Ws は累積塑性せん断仕事であり，Wn は初期せん断強度τm0 と初期基準ひずみγm0

を用いて，次式により与えられる。 

 



Appendix 

175 
 

 

                                      (3) 

 

初期せん断強度τm0 と初期基準ひずみγm0 は次式で与えられる。 

 

 

                                      (4) 

 

 

ここに，Gma は基準初期せん断剛性であり，平均有効拘束圧がσma’（基準平均有効拘束圧）
の場合の初期せん断剛性である。また，Yst=-σm0’，Yma=-σma’である。mG は初期せん断剛
性の有効拘束圧依存性を表すパラメータであり，通常 0.5 とする。 

 (1)式により，液状化フロントパラメータ S0 を評価するためには，w1 の他に p1，p2，S1 を
与えることが必要である。w1 は全体的な液状化強度を規定し，p1，p2 は，それぞれ，液状
化過程の前半と後半の過剰間隟水圧の上昇特性を規定する。また，S1 は S0 の下限値を与え
る。 

 準静的非排水かつ全拘束圧力一定の条件下においてσm’/σm0’に一致する状態変数 S は，
せん断応力比 r（=τ/σm0’）と液状化フロントパラメータ S0 から次式により求める。 

 

 

                                      (5) 

 

 

                                      (6) 

 

 

(b) 累積塑性せん断仕事の評価法 

 累積塑性せん断仕事 Ws は，次式に示すように，塑性せん断仕事増分⊿Ws に寄与係数 R

を乗じたものを累積して求める。なお，寄与係数 R については後述する。 

 

                                      (7) 

 

ここに，塑性せん断仕事増分⊿Ws は，全せん断仕事増分⊿Wst から弾性せん断仕事増分⊿
Wse にパラメータ c1 を乗じたものを差し引いて求める。c1 は，理論上は 1.0 だが，これを調
節することにより，液状化を引き起こすせん断応力比の下限値を制御することができる。 
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                                      (8) 

 

なお，平面ひずみ状態を対象とする場合は，⊿Wst と⊿Wse は次式で与えられる。 

 

 

 

 

                                      (9) 

 

 

 

 

ここに，G0 は初期せん断剛性を表す。 

 

寄与係数 R は，塑性せん断仕事のうち負のダイレイタンシーへの寄与する割合を与える補
正係数であり，以下のように定める。まず，Sw を以下のように設定する。 

 

    Sw=0.4               （初期 S0≧0.4 の場合） 

    Sw=0.4＋(初期 S0-0.4)S0/初期 S0    （初期 S0＜0.4 の場合） 

 

Sw は，寄与係数の設定法を切り替える状態変数 S の境界値である。この Sw に基づき，寄与
係数 R を以下のように定める。 

 

 

 

                                      (10) 
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２．カクテルグラスモデル要素の過剰間隟水圧モデル 

(a) 圧縮伸張成分 p の定式化 

 まず，パラメタηを以下の通りおく。ただし，lk は体積弾性係数の拘束圧依存性に関する
パラメタ，ε’，ε0’は有効体積ひずみ及びその初期値である。 

 

                                      (11) 

 

（ただし，lk＞1）。ここに，εm0 は，体積ひずみに関する規準ひずみ（規準体積ひずみ）で
あり，液状化解析開始時点（初期自重解析後）の圧力 p0，体積弾性係数 KU0 および低減パ
ラメタ rk により，以下で与える。 

 

                                      (12) 

 

これを用いて，以下の通り圧力 p を与える。 

 

η≧ηbd の時： 

 

                                      (13) 

 

η＜ηbd の時（破錠対策として）： 

 

 

                                      (14) 

 

ここに， 

 

                                      (15) 

 

                                      (16) 

 

                                      (17) 

 

                                      (18) 

 

一般には，rpus=10，rpbd=1 とする。 
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(b) せん断成分 q(i)の定式化 

 多重せん断モデルの定式化に基づき，仮想単純せん断モデルを，骨格曲線上では，以下
のように双曲線型で与える。 

 

                                      (19) 

 

 

ここに，qv，γv は，仮想単純せん断モデルのせん断強度，せん断規準ひずみであり，せん
断強度τm およびせん断弾性係数 Gm と，以下のように関連付けられる。 

 

                                      (20) 

 

 

                                      (21) 

 

逆に解けば，以下の様になる。 

 

 

                                      (22) 

 

 

 

                                      (23) 

 

 

ここに，γm はせん断規準ひずみである。 

なお，I→∞の時，以下の様になる。 

 

                                      (24) 

 

                                      (25) 
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 仮想単純せん断機構が履歴ループに入った際には，拡張 Masing 則を用いる。履歴ループ
に入った際の仮想せん断ひずみに応じて，妥当な履歴減衰を表現するように定められるパ
ラメタξ，ζを用いて，あらかじめ，以下の正規化を行う。 

 

                                      (26) 

 

 

                                      (27) 

 

 

これらを用いて，履歴ループ内での仮想せん断応力は，次の通り与えられる。 

 

 

                                      (28) 

 

 

q(i)を規定する式(20)(23)(24)では，状態変数 S および液状化フロントパラメタ S0 を用いて，
以下のような拘束圧力依存性および液状化状態依存性を与える。 

 

S0＞S0bd の場合： 

 

                                      (29) 

 

                                      (30) 

 

                                      (31) 

 

S0＜S0bd の場合： 

 

                                      (32) 

 

                                      (33) 

 

                                      (34) 

 

q4 
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ここに， 

 

                                      (35) 

 

ここに，内部摩擦角，変相角をそれぞれφp，φf とすると，m1=sinφf，m2=sinφp。 

また，状態変数および液状化フロントパラメタは，以下で与える。 

 

                                      (36) 

 

                                      (37) 

 

ただし，S, S0 の下限値を S1（小さな正の値）とする。式(38)における仮想圧力 p”は，圧力
を規定する式(16)(17)に準じて，仮想有効体積ひずみε”により，以下の通り与える。まず，
体積弾性係数の低減パラメタ rk に準して，新たなパラメタ rk”を導入して，体積ひずみに関
する仮想規準ひずみεm0”を以下の通り定義する。 

 

                                      (38) 

 

これを用いて， 

 

                                      (39) 

 

とおき，η”≧ηbd の時： 

 

                                      (40) 

 

η”＜ηbd であれば，以下を用いる。 

 

 

                                      (41) 
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(c) ダイレイタンシーの収縮的成分の定式化 

 ダイレイタンシーの収縮的成分εc
d は，収縮的ダイレイタンシーおよび膨張的ダイレイタ

ンシーに共通してかかるパラメタ rεd，収縮的成分のみにかかるパラメタ rc
εd を用いて，仮

想塑性せん断ひずみ増分 dγp
(i)に応じて，以下で与える。 

 

                                      (42) 

 

                                      (43) 

 

 

仮想塑性せん断ひずみ増分 dγp
(i)は，パラメタ c1 を用いて，以下で与える。 

 

                                      (44) 

 

 

 

仮想弾性せん断ひずみ増分 dγe
(i)は，微小ひずみにおける式(20)の関係により，以下で与え

られる。 

 

                                      (45) 

 

 

ここで， 

 

                                      (46) 

 

また，微小ひずみ時（dγ(i)≒0 の時）の仮想せん断弾性係数 GL0
(i)は， 

 

                                      (47) 

 

となるので，式(46)は，以下の通りになる。 

 

                                      (48) 
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ゆえに，式(45)に示す仮想塑性せん断ひずみ増分 dγp
(i)は，全仮想せん断ひずみ増分 dγ(i

より，以下の通り与えられる。 

 

                                      (49) 

 

 

なお，        の場合には，dγp
(i)=0 とする。 

 

式(44)における rs0 は，過剰間隟水圧上昇過程の立ち上りの形状や後半の形状と，これに対
応するひずみの伸びを制御することを目的としたもので，パラメタ q1，q2 を用いて，以下
で与える。 

 

S*
0＞Sbi (=0.8)の場合 

 

                                      (50) 

 

S*
0＜Sbi (=0.8)の場合 

 

                                      (51) 

 

ここに， 

 

                                      (52) 

 

ただし，S*
0≧S1 とする。 

 

式(24)において収縮的ダイレイタンシーを規定する Mv は，変相角をφp として，以下で与え
られる値に基づいて与える。 

 

                                      (53) 

 

 

                                      (54) 
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式(54)に対して，さらに，収縮的体積ひずみの極限値εd
cm，パラメタ q3(=1.0)を用いて，以

下の通り与える。 

 

 

                                      (55) 

 

 

なお，-εcd＞εd
cm の場合には，Mv=0 とする。 

また，rt
(i)は，変相線付近を超えた領域における収縮的ダイレイタンシーの寄与度を制御

するもので，以下で与える。 

 

                                      (56) 

 

ここに， 

 

                                      (57) 

 

                                      (58) 

 

なお，mt≦q(i)/p の時は，rt
(i)=0，q(i)/p≦m3v の時は，rt

(i)=1 とする。 

 

 

(d) ダイレイタンシーの膨張的成分の定式化 

 ダイレイタンシーの膨張的成分εd
d は，以下で与える。 

 

 

                                      (61) 

 

 

ここに， 

 

                                      (62) 
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